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第１ （議院内閣制における）解散制度の意義  

１ 解散制度の歴史1 

 議会の解散とは、議員の全てについて、その任期満了前に議員としての身分を失わせ

ることを意味する。議会を解散する権能が解散権である。 
 解散権は、13 世紀に議会制の原型がイギリス（イングランド）で誕生して以来、絶対

王政期を通じて、君主がこれを保持し恣意的に行使した。その例としては、イギリス王

チャールズ 1 世（在位 1625～49 年）の議会解散が挙げられる2。チャールズ 1 世は、

1628 年に議会が国王の専制政治を国民の歴史的な権利に基づいて批判した「権利の請

願」を可決すると、翌年の 29 年には議会を解散して、以降 11 年間議会を開かなかっ

た。また、スコットランドにおける反乱に対応するため、チャールズ 1 世は、1640 年

に議会を開いて財政的援助を求めたが、議会側が 11 年間の無議会政治について不平を

述べて対立したことから、議会を 1 か月足らずで解散した。ここでは、解散権は専ら君

主が議会を牽制・制裁する手段として機能していた。 
 しかし、市民革命を経て君主主権に対する国民主権の思想が浸透して選挙権が拡大し、

議会の権限が強化されると、18 世紀末から 19 世紀にかけて、解散権の行使も、民主主

義的な色彩を帯びることになった。すなわち、解散権の行使は、君主（内閣）と議会（下

院）とが対立する場合に、解散に続く選挙を通じて（政治的）主権者である国民の判断

を仰ぐといった意味があると認識されたのである。さらに、20 世紀において、首相（内

閣・政府）の役割が発展すると、行政府による議会の抑制・統制の手段として、解散権

が挙げられるようになった。 
 現在、議会の解散は、①内閣と議会との間に重大な対立が生じた場合に、主権者であ

る国民に裁定を仰ぐ機能（＝国家機関間の紛争解決）のほか、②解散に続く選挙が特定

の政策への国民の賛否を問うものである場合にはレファレンダムとしての機能（＝国民

投票の代用）も有し、また、③内閣が自己の地位の維持を図り、それによって政策の実

現を目指す手段（＝内閣の安定化）として用いられるに至ったとされる3。 
 

  

 
1 上田健介「衆議院解散権の根拠と限界」『憲法の争点（Jurist 増刊）』（2008 年）242 頁、長谷部恭男

『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）401・402 頁、長谷部恭男「現代議会政における解散権の役割

（1）」国家学会雑誌 97 巻１・2 号（1984 年）8-11 頁を基に作成。 
2 木村靖二ほか編『詳説世界史研究』（山川出版社、2017 年）277・278 頁 
3 解散の役割については、後掲「３ 解散の機能」を参照。 
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２ 議院内閣制における解散制度の位置付け4 

 民主的な政治体制は、通常、議院内閣制、議会統治制、大統領制の 3 つに分類される。 
 

 議院内閣制（議会政）5 

[イギリス型] 

議会統治制 

[スイス型] 

大統領制 

[アメリカ型] 

行政権と議会

との関係 

・行政権を担う内閣

は、議会に対して政

治責任を負う 
・政策に齟齬が生じた

場合は、内閣は辞職

する自由を有する 

・行政権を担う内閣

は、辞職の自由を持

たず、常に議会の指

令に従う必要がある 
 （政策に齟齬が生じ

た場合は、内閣は議

会の政策決定に従っ

て政策を変更） 

・行政府の首長である

大統領は、議会に対

して政治責任を負わ

ない 

 
議会の 

解散制度 

・少なくとも一院が解

散されることが通例 
・議会が内閣によって

解散されることはな

い 

・議会が大統領によっ

て解散されることは

ない 

備考 

・18 世紀から 19 世紀

初頭にかけてイギリ

ス憲政史において自

然発生的に成立 

 ・大統領は議会によっ

てではなく、有権者

によって公選される 

 
 上記の 3 つの民主的な政治体制のうち、議院内閣制においては一般的に議会の解散制

度が組み込まれていることから、議会の解散権の有無が、議院内閣制の「本質」や議院

内閣制を他の政治体制と区別する「標識」と関連付けて論じられることが少なくない。 
 そこで、ここでは、後掲「３ 解散の機能」や「第３ 解散に係る諸論点」において

紹介する論点を念頭に置いた上で、議院内閣制の本質や標識（及びそれらと解散権との

関係）について、ごく簡単に概観しておく。 
 

（１）議院内閣制の本質と標識―均衡本質説と責任本質説 

 議院内閣制の本質に関して、我が国において最もよく知られた図式は「均衡本質説」

と「責任本質説」の対置であり、議院内閣制の概念内容として、それぞれ次のような

理解をする考え方であるとされている6。 
 

4 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）382-384 頁、長谷部恭男『憲法講話〔第 2 版〕』（有

斐閣、2022 年）318・319 頁、長谷部恭男「現代議会政における解散権の役割（1）」国家学会雑誌 97
巻１・2 号（1984 年）2-8 頁、芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法 第 8 版』（岩波書店、2023 年）356・
357 頁、樋口陽一『憲法 第 5 版』（勁草書房、2025 年）393・394 頁を基に作成。 

5 「議院内閣制」は、英語の‘parliamentary government’、仏語の‘régime parlementaire’、独語

の‘parlamentarische Regierung’の意味内容を指す言葉として使用されてきたが、「議会政」の語の

方が、「議院内閣制」のそれよりも、‘parliamentary government’の語義はもとより、その形態・実

態をヨリ正確に表現するものであることは明らかであるとの指摘がある（高見勝利「議院内閣制の意

義」『憲法の争点（Jurist 増刊）』（2008 年）218 頁）。 
6 樋口陽一「議院内閣制の概念」『憲法の争点 新版（Jurist 増刊）』（1985 年）180-183 頁。なお、「議

院内閣制の 2 つの概念理解として、『「均衡」本質説』と『「責任」本質説』を対置するという」図式

は、「今日までこの論点についての学界の議論を規定する」ものであると評されている（毛利透「議

院内閣制と行政権」宍戸常寿・林知更編『総点検 日本国憲法の 70 年』（岩波書店、2018 年）224 頁）。 
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均衡本質説：行政府と立法府の対等性を重視し、とりわけ解散権の有無―およびその

あり方―を重視する考え方 
責任本質説：行政府の存立には立法府の信任を必要とするという、内閣の議会に対す

る連帯的政治責任の原則こそが肝腎であって、それ以上の要件は必ずし

も必要でないとする―少なくとも要件として明示しない―考え方 
 

 ここに示されているように、議院内閣制の本質論は、その標識としての行政府（内

閣など）による議会の解散権の有無と結びつくものと理解されてきたところである。 
 その一方で、この「均衡本質説」・「責任本質説」及びその両者の対置は、フランス

の憲法学説の影響を受けて形成されてきたという背景がある。すなわち、イギリス及

びフランスの現実政治において形成されてきた議院内閣制とその具体的な運用、とり

わけ解散権のあり方を素材として論じられていた第三共和制以降のフランスの憲法

学説の議論と関連するものであると指摘されている。そして、これらフランスの憲法

学説においては、議院内閣制に関して、均衡本質説に対応するものとしての「二元論

（二元主義的理解・二元主義的概念）」と責任本質説に対応するものとしての「一元

論（一元主義的理解・一元主義的概念）」との対立が見られたが、その前提には、議

院内閣制の具体的な発展・変化の歴史があることに注意が必要である。すなわち、議

院内閣制の歴史をたどれば、まず当初は、①18 世紀後半のイギリスや 7 月王政期の

フランス（1830～48 年）で形成されたように、内閣が国家元首（国王）と民選議院

という、ともに統治の正統性を独自に有するものの双方に同時に依存する（つまり、

二元的に責任を負う）制度（＝国家元首と民選議院との間に均衡が成立している制度）

であった。そして、その後、②19 世紀半ば以降のイギリスや 1880 年代以降のフラン

スでみられたように、国家元首（国王や大統領）の地位が名目化した結果、内閣は民

選議院のみに依存する（つまり、一元的に責任を負う）こととなったと言える。この

ような歴史的事情を背景として、当初の国家元首と民選議院との間に均衡が成立して

いる制度（①）を念頭に「二元論」が唱えられ、その後、内閣が民選議院のみに責任

を負う側面（②）をとらえて「一元論」が登場したと理解することができる。 
 その上で、19 世紀後半以降のイギリス議院内閣制についてもなお、「均衡」という

要素をその特徴として読み取る議論もあるが、そこでは、内閣と議会との間の機能に

着目した均衡が語られているのであって、当初の「二元論」において念頭に置かれて

いた図式とは異なるものである。 
 もっとも、イギリスやフランスにおいて歴史的に存在し、実際に運用された議院内

閣制の実態は多様であり、かつ、それらがいずれも議院内閣制の範疇にあることは当

然の前提とされていることから、「二元論」及び「一元論」のいずれの立場において

も、議院内閣制概念の外延は緩やかに解されているようである。 
 
（２）議院内閣制の本質論と解散権の有無との対応関係 

 前掲（１）で見たように、責任本質説は議院内閣制の標識として内閣の対議会政治

責任制度を、均衡本質説はそれに加えて議会の解散制度を要求するものと整理する図
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式が一般的である。 
 しかし、このような図式に対しては、責任本質説・均衡本質説の背景にあるフラン

スの一元論・二元論に関する議論を参考に、議院内閣制の本質と標識（解散権の有無

など）とは必ずしも直結するものではないとの指摘もある。すなわち、議院内閣制を

他の政治体制、とくに議会統治制と区別する標識が何かについては、本質論に関する

立場から直接答えが導かれるわけではない、との指摘である。具体的には、まず、①

フランスの憲法学説において一元論の立場に立つ学者の中には、議院内閣制の重要な

特質として選挙民の意思と議会の意思との一致を挙げ、その実現のためには解散によ

る民意の反映が重要であるとして、行政府による議会の解散権の存在を議院内閣制の

標識として掲げる者もいるとされる。その一方で、②二元論の立場に立つ学者の中に

は、議院内閣制の標識としては内閣の議会に対する政治責任のみで十分であるとする

者や、行政府と議会の均衡を実現するためには行政府による議会の解散権は必須とは

言えないとする者もいるとされる。 
 こうして、議院内閣制の本質について均衡本質説（二元論）と責任本質説（一元論）

のいずれの立場をとるのかによって、日本国憲法における具体的な解釈論（例えば、

「衆議院の実質的な解散権がどの国家機関にあるのか」「解散権は憲法 69 条所定以

外の場合でも行使し得るのか」）の答えが直ちに出てくるわけではなく、本質論の限

界に注意が必要であるといった指摘がなされている。 
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３ 解散の機能7 

 現代の議院内閣制において、解散及び解散権が果たすべき主な機能8としては、①国

家機関間の紛争解決、②国民投票の代用、③内閣の安定化が挙げられる9。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  〔①国家機関間の紛争解決〕 

 国家機関間の紛争解決機能は、内閣（君主）と議会との間に重大な対立が生じた場合

に、解散に続く選挙を通じて（政治的な）主権者である国民に裁定を仰ぐというもので

ある。この機能は、二元的な議院内閣制観（内閣が君主に従属しているものの、同時に

議会の支持を得なければ統治を行い得ない立場にある在り方）に基づくものとされる。

つまり、議会は内閣の不信任を議決することによって内閣を倒すことができるが、君主

はこれに対し、内閣の立場を支持して議会を解散するというものである。 
 しかしながら、現代では、内閣が議会の信任のみによって存立する一元的な議院内閣

制であるとともに、内閣は議会の多数派によって組織されるため、内閣と議会との対立

が生じる可能性が小さいことから、国家機関間の紛争解決という議論が妥当する可能性

は大きく縮減されているとされる。もっとも、現代においても、解散が国家機関間の対

立を解決するために発動され、また、そのような効果を実際に示すことは否定できない

とされる10。 
 

7 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）401・402 頁、長谷部恭男「解散権の所在と条件」

『Interactive 憲法』（有斐閣、2006 年）157-159 頁、長谷部恭男「内閣の解散権の問題点」ジュリス

ト 868 号（1986 年）10-13 頁、上田健介「衆議院解散権の根拠と限界」『憲法の争点（Jurist 増刊）』

（2008 年）242 頁、長谷部恭男「現代議会政における解散権の役割（1）（2・完）」国家学会雑誌 97
巻 1・2 号、3・4 号（1984 年）を基に作成。 

8 解散制度の重点は、民主主義及び議会主義の発達に伴って、自由主義・権力分立的なものから民主主

義的なものへと移行しつつあるが、高度な民主主義的原理を採用している日本国憲法の下でも、なお、

解散の自由主義的な面（＝権力分立的見地から、行政部によって立法部を抑制するための手段として

の解散の役割）が残されているとされる（清宮四郎「わが憲法上の解散」『憲法の理論』（有斐閣、1969
年）397-399 頁）。 

9 なお、このような現代の議院内閣制における解散の機能に関する議論は、主としてイギリスにおけ

る解散権の運用から抽象化されたものであるとされる（長谷部恭男「内閣の解散権の問題点」ジュリ

スト 868 号（1986 年）10 頁）。 
10 1962 年のド・ゴール大統領によるフランス国民議会の解散はその適例とされる。これは、大統領直

➀国家機関間の 
   紛争解決 

議会 
内閣 
(君主) 

不信任 

解散 

解散の（民主的）機能 

②国民投票の代用 

・新たな争点に対する

国民の判断を聴取す

るための手段 

③内閣の安定化 

⑴議会における多数

派の形成 

⑵与党内部の造反の

抑制 
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 なお、二元的・一元的議院内閣制を問わず、国家機関間の対立において、実際に対立

しているのは政治勢力又は政党である。すなわち、二元的な議院内閣制が運用されてい

た時代においては、君主と君主に従属する内閣（政治勢力）によって政府（国家機関）

が構成され、その政府を批判する政党（政治勢力）によって議会（国家機関）が構成さ

れていたため、政治勢力の対立が、そのまま国家機関間の対立となっていた。しかし、

次第に、君主の政治権力が失われ、議会で多数を占める政党が内閣を構成する一元的な

議院内閣制（政党内閣）へと移行した。こうしたことから、現代の一元的な議院内閣制

における政治勢力の対立は、政党間（与党と野党）の対立であって、それは政策上の対

立として現れている。そして、重要な政策の対立（＝政治勢力・政党の対立）がある場

合にその判断を国民に求めるため、議会が解散されることがあるが、こうした解散によ

る総選挙は、②国民投票の代用としての機能を果たすことになる11。 
 

  〔②国民投票の代用〕 

 国民投票の代用としての機能は、前回の総選挙で争点とならなかった新たな政治問題

が登場した際、解散という手段を用いて、当該争点について国民の判断を聴取するとい

うものである。 
 しかし、この機能はイメージとしてはわかりやすいものの、実際の総選挙は、単一の

争点に関する国民投票と異なり、様々な争点に関する政策をパッケージとして各党が獲

得議席数を争うものであるから、厳密にどの争点について有権者が判断を示したかにつ

いては解釈の余地が広いとされる。また、誰の目にも明らかな唯一重要な争点がある場

合でも、その争点に関する賛否が政党を単位として分かれている場合でなければ総選挙

の結果から明確な結論を引き出すことは難しいとされる。12 
 

  〔③内閣の安定化〕 

 内閣の安定化に関する機能については、二つに分けることができる。一つは、安定し

た多数派がいない議会に、総選挙を通じて安定した多数派を送り込むという機能であり、

もう一つは、議会を解散すると脅すことで与党内部の造反を抑え込むという機能である。

政府は、解散権を、自己の地位の維持を図り、それによって政策の実現を目指す手段と

して用いるに至っているとされる。 

 
接選挙制の導入に関する憲法改正を憲法所定の手続によらずに直接国民投票に付することを大統領

が決定したことに反発した下院が内閣不信任案を可決したことで、内閣が総辞職しようとしたが、大

統領は認めず、下院を解散したものである。この解散の結果、大統領を実質的なリーダーとする政党

が議会多数派を占め、大統領と議会との対立が解決された。（長谷部恭男「現代議会政における解散

権の役割（1）」国家学会雑誌 97 巻 1・2 号（1984 年）18 頁、長谷部恭男「現代議会政における解散

権の役割（2）」国家学会雑誌 97 巻 3・4 号（1984 年）256・257 頁、倉谷麻耶「主要国議会の解散制

度【第 2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）11 頁） 
11 2005 年のいわゆる「郵政解散」について、具体的に対立していたのは内閣と参議院であったが、衆

議院解散による衆議院議員総選挙の結果、与党で 3 分の 2 を超える議席を確保し、参議院も翻意した

ため郵政民営化法案は成立した。この解散による総選挙は、国民投票の代用としての機能に近づいて

いるとも指摘されている（長谷部恭男「解散権の所在と条件」『Interactive 憲法』（有斐閣、2006 年）

157・158 頁）。 
12 長谷部恭男「解散権の所在と条件」『Interactive 憲法』（有斐閣、2006 年）158 頁 
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 ただし、安定多数派を構成しようとする解散の機能は、現行の選挙制度、投票パター

ン、強力な政府を望む投票者の心理、その他の実質的に二大政党制を生み出そうとする

社会的・政治的諸要因に依存していることに留意すべきとされる。 
 また、比例代表制による多党制の状況では、解散による内閣の安定化効果は大きく減

殺される。なぜなら、各政党に対する世論の支持は大きく変わらない傾向があり、選挙

を行っても各政党の議席数が大きく変わらないからである。 
 なお、内閣の安定化に関する解散権の機能として、解散権者が解散権の行使について

大きな制約を受けていない場合には、政府・与党にとって有利な時期に選挙期日を定め

るという機能も存在するとされる（イギリスはこの典型例として議論されてきた）13。

しかし、解散の機能に関して、①国家機関間の紛争解決機能は現代の議院内閣制の下で

は妥当する余地が小さく、また、②国民投票の代用機能も総選挙の結果から明確な結論

を引き出すことは難しいという課題があると指摘されている中で、政府・与党にとって

有利な時期に選挙期日を定めるという機能の現実性は認められるものの、これを是認す

ることは、党利に基づいた解散権を認めることとなり、難しいとの意見も見られる14。 

 
13 只野雅人は、2017 年（平成 29 年）の解散総選挙について、対立的・競争的環境を欠いた安倍政権

下において「自由な解散」という側面が際立ったのは当然であると指摘した上で、制度上も政治的に

も安定した基盤をもった首相が、選挙で多数を失うというリスクを冒すことなく自由に解散を行い得

るとすると恣意的な解散権行使のおそれが生じると指摘している（只野雅人「首相の優位と解散総選

挙－安倍政権下の選挙と憲法－」選挙研究 36 巻 2 号（2020 年）81、85 頁）。 
14 長谷部恭男「内閣の解散権の問題点」ジュリスト 868 号（1986 年）12 頁、長谷部恭男「現代議会

政における解散権の役割（2・完）」国家学会雑誌 97 巻 3・4 号（1984 年）275 頁 



8 

第２ 衆議院解散の手続と実例  

１ 「解散」に関する規定と制定時の議論 

（１）「解散」に関する規定（憲法 7 条 3 号、45 条、54 条、69 条） 

 日本国憲法には、衆議院の解散に言及する条文が全部で 4 カ条ある（7 条 3 号、45
条、54 条、69 条）。 
 まず、45 条本文では、衆議院議員の任期を 4 年としているものの、同条ただし書

において衆議院解散の場合には、4 年の任期満了前に終了するとされている。 
 次に、7 条 3 号では天皇の国事行為の一つとして衆議院の解散を掲げ、69 条では

衆議院で内閣不信任決議案の可決又は信任決議案の否決がされたときは、10 日以内

に衆議院が解散されない限り、内閣は総辞職をしなければならない旨を定めている。 
 その上で、54 条 1 項では、衆議院解散の場合には解散の日から 40 日以内に衆議院

議員総選挙を行うこと、当該総選挙の日から 30 日以内に国会（特別会）を召集しな

ければならないことを規定している。また、同条 2 項では、衆議院解散時は、参議院

も同時に閉会となるとしつつ、解散中に国に緊急の必要があるときは、内閣は参議院

の緊急集会を求めることができると規定している。 
 このように、憲法は衆議院の解散について明文規定を置いているが、その規定は極

めて不十分であり、いかなる機関が解散を実質的に決定する権能をもつか、また解散

がどのような場合に行われるかは明らかではない15。 
 
【参照条文】日本国憲法 

 〔天皇の国事行為〕 

第 7 条 天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に関する行為を行ふ。 
 一・二 （略） 

 三 衆議院を解散すること。 

 四～十 （略） 

 〔衆議院議員の任期〕 

第 45 条 衆議院議員の任期は、4 年とする。但し、衆議院解散の場合には、その期間満了

前に終了する。 

 〔総選挙、特別会及び緊急集会〕 

第 54 条 衆議院が解散されたときは、解散の日から 40 日以内に、衆議院議員の総選挙を

行ひ、その選挙の日から 30 日以内に、国会を召集しなければならない。 

② 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。但し、内閣は、国に緊急

の必要があるときは、参議院の緊急集会を求めることができる。 

③ （略） 

 〔不信任決議と解散又は総辞職〕 

第 69 条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決したとき

は、10 日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければならない。 
 

 
15 伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）464 頁 
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（２）制定時の議論16 

  

 
16 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）147-167 頁を基に作成。 
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ア 概要 
 日本国憲法制定の過程において、「マッカーサー草案」や「憲法改正草案要綱」

の英文では、現在の 69 条に相当する条文で内閣が解散を決定する旨の規定があり、

GHQ（連合国軍最高司令官総司令部）は、解散は内閣不信任決議案の可決又は信任

決議案の否決があった場合に限り可能であると解していた17 18。 
 他方、憲法制定時に GHQ との交渉において、日本側で中心的な役割を果たした

入江俊郎19・佐藤達夫20は新憲法の議院内閣制についてはイギリス型を想定し、特

に佐藤は解散が内閣不信任決議案の可決等があった場合に限定されるとは考えて

いなかった21。 
 また、第 90 回帝国議会における帝国憲法改正案の審議において、金森徳次郎大

臣の答弁は、衆議院解散は内閣に対する衆議院の信任不存在の場合に限らず、一定

の政治的理由があれば内閣により可能であるとの立場であり、一貫したものであっ

た22。 
 

イ 「マッカーサー草案」から「帝国憲法改正案」まで 
 マッカーサー草案 57 条（現行憲法 69 条に相当）では、内閣の不信任決議案の可

決又は信任決議案の否決がなされた後 10 日以内に、「the Cabinet shall resign or 
order the Diet to dissolve（内閣ハ辞職シ又ハ国会ニ解散ヲ命スヘシ）」とされてい

た。 
 GHQ が作成したマッカーサー草案の説明のための覚え書きによると、「内閣が

国会を解散できるのは不信任決議が成立したときのみであるとすることは、総選挙

を強いる権限を制限するものであり、これによって内閣との関係での国会の地位は

強化される。またそれは、内閣に対し総辞職するか国民に信を問うかの二者択一を

迫るものであり、内閣は国会に対して責任を負わなければならない……内閣は、イ

ギリスの内閣ほどには強力なものとはされていない。例えば、国会が内閣の意図す

る立法を阻止したときに、自らの判断で国会を解散するという権限は与えられてい

ない。日本で危険なことは、行政権が弱すぎるということではない。反対に、伝統

的に弱体だったのは、立法府なのである。したがって、内閣に whip hand（鞭の手）

は与えられなかった」23と説明されている。なお、この whip hand（鞭の手）とは、

 
17 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）160 頁 
18 占領下にあった 1948 年 12 月に行われた第 1 回衆議院解散の際には、GHQ の示唆に従い、野党提

出の内閣不信任決議案の可決を待って、解散が行われている（「なれあい解散」）。その際の解散の詔

書は「衆議院において、内閣不信任の決議案を可決した。よつて内閣の助言と承認により、日本国憲

法第六十九条及び第七条により衆議院を解散する。」という文言となっていた（「衆議院解散の件・御

署名原本・昭和二十三年・詔書一二月二三日」（国立公文書館デジタルアーカイブ https://www.digit
al.archives.go.jp/file/130588.html（最終閲覧日令和 7 年 4 月 30 日。以下同じ）））。 

19 マッカーサー草案が提示された 1946 年 2 月 16 日当時は、法制局次長。同年 3 月 19 日からは、法

制局長官。 
20 マッカーサー草案が提示された 1946 年 2 月 16 日当時は、法制局第一部長。同年 3 月 19 日から

は、法制局次長。 
21 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）160 頁 
22 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）167 頁 
23 「〔総司令部側〕憲法改正〔案〕の説明のための覚え書き」高柳賢三ほか編著『日本国憲法制定の過
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常時行使し得る解散権のこととされる24。 
 以上のことから、GHQ 側は、マッカーサー草案 57 条について、解散権の所在

（解散権が内閣にあること）を示すものであると同時に、解散を行い得るのは内閣

の不信任決議案の可決又は信任決議案の否決がなされた場合に限るものとして理

解していたのではないか25とされる。 
 

参考：1946 年（昭和 21 年）2 月 13 日に GHQ 側が提示した草案（「マッカーサー草案（GHQ

草案）」）（仮訳は、2 月 25 日の臨時閣議で配付されたもの）26 

   CHAPTER I The Emperor 

Article VI. Acting only on the advice and with the consent of the Cabinet, the 
Emperor, on behalf of the people, shall perform the following state functions: 

  （略） 
 Dissolve the Diet; 
  （以下略） 
   CHAPTER IV The Diet 

Article LVII. Within ten days after the passage of a resolution of non-confidence or 
the failure to pass a resolution of confidence by a majority of the total membership 
of the Diet, the Cabinet shall resign or order the Diet to dissolve. When the Diet 
has been ordered dissolved a special election of a new Diet shall be held not less 
than thirty days nor more than forty days after the date of dissolution. The newly 
elected Diet shall be convoked within thirty days after the date of election. 

 
   第一章 皇帝 

第六条 皇帝ハ内閣ノ輔弼及協賛ニ依リテノミ行動シ人民ニ代リテ国家ノ左ノ機能ヲ

行フヘシ 
  （略） 
  国会ヲ解散ス 
  （以下略） 
   第四章 国会 

第五十七条 内閣ハ国会カ全議員ノ多数決ヲ以テ不信任案ノ決議ヲ通過シタル後又ハ

信任案ヲ通過セサリシ後十日以内ニ辞職シ又ハ国会ニ解散ヲ命スヘシ国会カ解散ヲ

命セラレタルトキハ解散ノ日ヨリ三十日ヨリ少カラス四十日ヲ超エサル期間内ニ特

別選挙ヲ行フヘシ新タニ選挙セラレタル国会ハ選挙ノ日ヨリ三十日以内ニ之ヲ召集

スヘシ 
 

 マッカーサー草案に基づいて日本政府側の案を起草し、3 月 4 日に GHQ に提出

した案（「3 月 2 日案」）及びこれについての GHQ と日本側との逐条審議を経て閣

 
程 Ⅰ 原文と翻訳』（有斐閣、1972 年）311、315 頁、小嶋和司「衆議院解散権」『憲法学講話』（有斐

閣、1982 年）165 頁 
24 小嶋和司「衆議院解散権」『憲法学講話』（有斐閣、1982 年）165 頁 
25 入江俊郎「日本国憲法成立の経緯」『憲法成立の経緯と憲法上の諸問題』（第一法規、1976 年）232
頁 

26 国立国会図書館「GHQ 草案 1946 年 2 月 13 日」『日本国憲法の誕生』（国立国会図書館ウェブサイ

ト https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/076shoshi.html） 
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議に付議された案（「3 月 5 日案」）では、内閣不信任決議案の可決等があったとき

は、内閣は 10 日以内に「衆議院ヲ解散セザル限リ」総辞職しなければならないと

表現が変更され、当該条文の置き場所が、マッカーサー草案の「第四章 国会」か

ら「第五章 内閣」に移された。 
 「3 月 5 日案」の確定後、日本政府側は、GHQ の了承の下、字句の整理等を行

った上で、翌日 6 日に憲法草案を公表することとした。この字句の整理は、「3 月

5 日案」の「英文をうごかさないという枠の中で、日本文の表現を整えることが中

心であった」27とされる。こうして、3 月 6 日に公表された「憲法改正草案要綱」

では、「内閣ハ衆議院ニ於テ不信任ノ決議案ヲ可決シ又ハ信任ノ決議案ヲ可決セザ

ルトキハ十日以内ニ衆議院ノ解散ナキ限リ総辞職ヲ為スコトヲ要スルコト」とされ

た。 
 この点に関し、佐藤達夫は、「立案の当時、私は、この草案はイギリス流の議院

内閣制をとり入れたものと思いこんでいたし、この条文が制限的意味で解散権の根

拠規定となるというような考えは全然もっていなかった」28としている。 
 また、入江俊郎は、「日本側は、当時解散権はたとえ形式的にもせよ天皇の権能

であるから、内閣が国会を解散するという表現は、一方天皇に対する権限との関係

からいつても、他方また議院内閣制の三権分立の建前からいつても適当ではないと

いう考え方をとつておりました。従つて……これを国会の章でなく内閣の章に移す

とともに、要綱第 65 に見る如く、『10 日以内に衆議院の解散なき限り』という表

現を採用しております。これが 3 月 4 日、5 日の会議でも司令部の承認するところ

となつた」29としている。また、「わが方としては、この条項を解散権の根拠とする

見方は全然採らず、また、解散をなしうる場合を、この条項の場合にのみ限定する

考え方は全然持つておらず、解散については専らイギリス流の議院内閣制の考え方

で終始しておつたのであります。今日になつて、交付案〔事務局注：マッカーサー

草案〕57 条の前半の英文を見ると、アメリカ側は当時において既にわが方の考え

方とは根本的に違つた考え方に立つていたのではないかと想像されますが、当時と

してはわが方はそれに気づかず、むしろ善意で、解散の制度はアメリカにはないし、

解散は当然イギリス流の制度でゆくのがよいと考えたのであります。アメリカ側の

気付かないのを奇貨として、わが方がかような表現に変更したというわけではなか

つたのであります。尤も当時、会議等におきましてわれわれはこの点をアメリカ側

と積極的に話し会つたことはありません。表現をかくの如くかえたのは、主として

天皇が解散をするという条文とのつり合い上、内閣が国会を解散するという言葉を

避けて、『衆議院ガ解散サレナイ限リ』という、この客観的受身の形を採用したに

とどまつたのであります。」30としている31。 

 
27 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）175 頁 
28 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）83 頁 
29 入江俊郎「日本国憲法成立の経緯」『憲法成立の経緯と憲法上の諸問題』（第一法規、1976 年）232・
233 頁 

30 入江俊郎「日本国憲法成立の経緯」『憲法成立の経緯と憲法上の諸問題』（第一法規、1976 年）233
頁 

31 憲法改正草案要綱の日本語文・英語文での表現について、「解散行為は形式上は天皇の行為であり、



13 

 
参考：3 月 4 日に日本側が提出した案（「3 月 2 日案」）32 

   第一章 天皇 

第七条 天皇ハ内閣ノ輔弼ニ依リ国民ノ為ニ左ノ国務ヲ行フ。 
 一・二 （略） 
 三 衆議院ノ解散 
 四～九 （略） 
   第五章 内閣 

第七十一条 内閣ハ衆議院ニ於テ不信任ノ決議案ヲ可決シ又ハ信任ノ決議案ヲ否決シ

タルトキハ十日以内ニ衆議院ヲ解散セザル限リ総辞職ヲ為スコトヲ要ス。 
 

参考：3 月 2 日案について、GHQ と日本側との逐条審議を経て、閣議に付議された案（「3

月 5 日案」）33 

   第一章 天皇 

第七条 天皇ハ内閣ノ輔弼賛同ニ依リテノミ国民ノ為ニ左ノ国務ヲ行フ。 
 一・二 （略） 
 三 衆議院ノ解散 
 四～九 （略） 
   第五章 内閣 

第六十五条 内閣ハ衆議院ニ於テ不信任ノ決議案ヲ可決シ又ハ信任ノ決議案ヲ否決シ

タルトキハ十日以内ニ衆議院ヲ解散セザル限リ総辞職ヲ為スコトヲ要ス。 
 

参考：3 月 5 日案について GHQ の了解を得て字句の整理をした上で、3 月 6 日に公表さ

れた「憲法改正草案要綱」34 

   第一 天皇 

第七 天皇ハ内閣ノ輔弼賛同ニ依リ国民ノ為ニ左ノ国務ヲ行フコト 
 一・二 （略） 
 三 衆議院ノ解散 
 四～九 （略） 
   第五 内閣 

 
内閣の名において行われるものではないから『解散ナキ限リ』という間接的な表現に改めたものであ

る。もっとも、英文の方は unless it dissolves……であり、その it はあきらかに cabinet を受けてい

る」と指摘されている（佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）

185 頁）。また、佐藤達夫は、第 1 回衆議院解散（「なれあい解散」）の際に、GHQ 側が衆議院解散は

69 条所定の場合に限ると主張したことに関して、「これ〔事務局注：制定過程における現行憲法 69 条

の字句に関する整理〕は総司令部も了解の上でのものであるが、……先方の人々〔事務局注：GHQ
側〕は、はじめのマ草案と現行条文とのあいだのちがいを意識せず、マ草案当時の考え方で現行条文

をみていたのではないかという気もする」とも指摘している（佐藤達夫「解散権論議の回想」ジュリ

スト 217 号（1961 年）16 頁）。 
32 国立国会図書館「日本国憲法『3 月 2 日案』の起草と提出」『日本国憲法の誕生』（国立国会図書館

ウェブサイト https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/086shoshi.html） 
33 国立国会図書館「GHQ との交渉と『3 月 5 日案』の作成」『日本国憲法の誕生』（国立国会図書館ウ

ェブサイト https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/089shoshi.html） 
34 国立国会図書館「『憲法改正草案要綱』の発表」『日本国憲法の誕生』（国立国会図書館ウェブサイト

https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/093shoshi.html）。要綱形式であるため、「条」が削除さ

れ、文末が「コト」となっている。 
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第六十五 内閣ハ衆議院ニ於テ不信任ノ決議案ヲ可決シ又ハ信任ノ決議案ヲ可決セザ

ルトキハ十日以内ニ衆議院ノ解散ナキ限リ総辞職ヲ為スコトヲ要スルコト 
 
   CHAPTER 1 THE EMPEROR 

Article VII The Emperor, with the advice and approval of the Cabinet, shall perform 
the following functions of state on behalf of the people: 

  （略） 
  Dissolution of the House of Representatives. 
  （以下略） 
   CHAPTER 5 THE CABINET 

Article LXV. If the House of Representatives passes a no-confidence resolution, or 
fails to pass a confidence resolution, the Cabinet shall resign en masse, unless it 
dissolves the House of Representatives within ten days. 

 
 「憲法改正草案」において、内閣の解散権に関しては口語化による変遷はあった

ものの、実質的修正を施した形跡はみられない35。 
 また、枢密院においても、解散権条項が積極的に議論された形跡はない36。 
 
参考：憲法改正草案要綱を口語化・条文化し、4 月 17 日に、枢密院に諮詢するとともに

国民に公表した「憲法改正草案」37 

   第一章 天皇 

第七条 天皇は、内閣の補佐と同意により、国民のために、左の国務を行ふ。 
 一・二 （略） 
 三 衆議院を解散すること。 
 四～十 （略） 
   第五章 内閣 

第六十五条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決した

ときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければならない。 
 

参考：枢密院の諮詢を経て、6 月 20 日に第 90 回帝国議会に提出された「帝国憲法改正

案」38 

   第一章 天皇 

第七条 天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国務を行ふ。 
 一・二 （略） 
 三 衆議院を解散すること。 
 四～十 （略） 
   第五章 内閣 

第六十五条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決した

 
35 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）159 頁 
36 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）161 頁 
37 国立国会図書館「口語化憲法草案の発表」『日本国憲法の誕生』（国立国会図書館ウェブサイト

https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/099shoshi.html） 
38 国立国会図書館「『帝国憲法改正案』（帝国議会に提出）1946 年 6 月 20 日」『日本国憲法の誕生』

（国立国会図書館ウェブサイト https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/04/117shoshi.html） 
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ときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければならない。 
 

ウ 帝国議会における議論 
 「帝国憲法改正案」は、帝国議会での審議において様々な修正がなされたが、衆

議院解散に関係する条項については、7 条柱書の「国務」が「国事」に修正された

のみであった。 
 また、金森徳次郎大臣の答弁は、衆議院解散は内閣に対する衆議院の信任不存在

の場合に限らず、一定の政治的理由があれば内閣により可能であるとの立場であり、

一貫したものであった39。 
 

第 90 回帝国議会 昭和 21 年 7 月 6 日 衆議院帝国憲法改正案委員会 

○金森徳次郎大臣 此の憲法は解散を規定して居りまするけれども、解散の原因として

の條件と云ふが如きものは、別段規定は致して居りませぬ、其の意味は、議院内閣制

を執りまする限り、衆議院の解散と云ふことは自ら一定の意義があるのでありまし

て、殊更にそれを蛇足的に規定の中に盛り込む必要はない、斯う云ふ意味を以て出來

て居るのであります、隨て衆議院解散は其の本質の意義、即ち現在の衆議院が果して

國民の意思とぴつたり合一して居るかどうかと云ふことを特にはつきりさせる必要

に基いて、解散をして再選擧を促し、それに依つて目的を達しようと云ふ趣旨の場合

にのみ用ひらるるものであります…… 
 
第 90 回帝国議会 昭和 21 年 7 月 20 日 衆議院帝国憲法改正案委員会 

○金森徳次郎大臣 解散が如何なる場合に行はれるかと云ふ點は……普通に起り得る

場合だけを豫想して御答へすることが出來ないのでありまして、結局現在の衆議院の

構成員を一齋に消滅せしめて、新たなる國民の總意に依つて、衆議院を構成し直し、

さうして與論の歸着する所を政治の上にはつきり反映せしむる、斯う云ふ趣旨に必要

なる事情がありますれば、衆議院の解散は出來るかと思ふ譯であります、隨て一番起

り易い場合は内閣と衆議院とが衝突して、或は意見に差があつて、其の判斷を國民に

求むると云ふ場合であります 
  併しながら獨りそれに限定すると云ふのではありませぬ、非常に重大なる、審議事

項が起りまして、そこでもう一遍此の問題を眼目にして、國民の意見を確かむる方が

宜いと云ふやうな判斷が付きました場合には、やはり解散が出來る其の外今空想的に

は想像出來ませぬが、今申しました一般原理に從つて解散が出來ると云ふ風に考へて

居ります 
 
○金森徳次郎大臣 解散と云ふやうな重大なことは、政治的に色々な方面を考へて實行

しなければなりませぬので、現實には理論的な結果よりも狹い範圍に於て解散の機會

が來るものと思ひます、併し理論的に申しますと、國家が必要があつてどうしても此

の議院を解散しなければならぬと云ふことが起れば、解散しても宜いと思ふのであり

ます、唯併し解散をすると云ふことは政府の責任を明かにすると云ふ意味を持つて居

りますが故に、解散後の初めての召集をしないで解散をすると云ふ理論は、此の憲法

の上からも起り得ないものと考へて居ります 
  

 
39 加藤一彦「憲法 69 条の原意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）167 頁 
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【参考】大日本帝国憲法下における解散 

 大日本帝国憲法は、「天皇ハ帝国議会ヲ召集シ其ノ開会閉会停会及衆議院ノ解散ヲ命

ス」（7 条）とし、衆議院の解散を天皇の大権としていた。天皇は、国務大臣の輔弼に基

づきこれを行使し、実際に衆議院の解散を決定するのは内閣であった40。 
 なお、大日本帝国憲法には、内閣不信任に関する規定や衆議院議員総選挙後に内閣が

総辞職しなければならない旨の規定はなく、内閣は、法的には国民代表たる議会とは関

係なく存立し、議会に対しては何らの責任を負っていなかった41。 
 もっとも、大日本帝国憲法下の一定期間（主に、1924 年（大正 13 年）6 月に成立し

た加藤高明内閣から 1932 年（昭和 7 年）5 月に総辞職した犬養毅内閣までの 8 年間）

においては、総選挙後の衆議院第一党の党首が組閣の大命を拝することで、政党内閣が

成立し、議院内閣制的な運用がなされていた（憲政の常道）42。 
 
○大日本帝国憲法 

第 7 条 天皇ハ帝国議会ヲ召集シ其ノ開会閉会停会及衆議院ノ解散ヲ命ス 
第 55 条 国務各大臣ハ天皇ヲ輔弼シ其ノ責ニ任ス 
②凡テ法律勅令其ノ他国務ニ関ル詔勅ハ国務大臣ノ副署ヲ要ス 

 
 解散権の行使の在り方をめぐっては、①衆議院の解散は天皇が任意に命じるもので、

政治上の必要により行われるべく何ら法律に要件はなく、その回数に制限はないとする

見解43と、②憲法及び法律上は衆議院の解散の条件についての規定はなく、その判断は

政府の自由裁量に任されているが、衆議院の意見が真に国民の意見を代表しているのか

明瞭ではない場合に国民の判断に訴えるといった目的から、政治上は一定の制約が生じ

るとする見解44が存在した。 
 大日本帝国憲法下（明治 23 年 11 月 29 日～昭和 22 年 5 月 2 日の 57 年間）におけ

る衆議院議員総選挙は 22 回、そのうち衆議院の解散によるものは 18 回であった45。 
 衆議院の解散は詔書によって行われ、本会議中の衆議院議長に詔書が交付されると、

議長がそれを席上で読み上げる（下記会議録参照）のが常例とされた46。 
 

第 68 回帝国議会 昭和 11 年 1 月 21 日 衆議院本会議 

○濱田國松議長 諸君、只今詔書降下ノ旨内閣總理大臣ヨリ傳達セラレマシタ、玆ニ之ヲ捧

讀致シマス――諸君ノ御起立ヲ望ミマス 

  〔總員起立〕 

 朕帝國憲法第七條ニ依リ衆議院ノ解散ヲ命ス 

  〔「萬歳」「萬歳」ト呼フ者アリ〕  

 
40 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）115 頁 
41 清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）77 頁 
42 大石眞『日本憲法史〔第 2 版〕』（有斐閣、2005 年）274-276 頁 
43 金森德次郎『帝国憲法要綱 全訂 11 版』（巌松堂書店、1927 年）226・227 頁 
44 美濃部達吉『逐条 憲法精義』（有斐閣、1935 年）192-194 頁 
45 衆議院・参議院編『議会制度百年史 資料編』（1990 年）33・34 頁 
46 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）118 頁 



17 

【参考】大日本帝国憲法下における解散一覧表47 
 

通算 帝国議会回次 詔書年月日 内閣 備考 

① 第 2 回 
（通常会） 

1891（明 24）. 
12.25 

第 1 次 
松方内閣 

・総予算に対し削減を加えようとした本会議散会後
に解散 

② 第 5 回 
（通常会） 

1893（明 26）. 
12.30 

第 2 次 
伊藤内閣  

③ 第 6 回 
（特別会） 

1894（明 27）. 
 6. 2 

第 2 次 
伊藤内閣 

・上奏案（内閣ノ行為ニ対シ本院ノ意思ヲ表明スル
ノ件）を可決上奏し、議長がその顛末報告を終え
た際に解散 

④ 第 11 回 
（通常会） 

1897（明 30）. 
12.25 

第 2 次 
松方内閣 

・内閣不信任案に関する決議案の議事中に解散 
 

⑤ 第 12 回 
（特別会） 

1898（明 31）. 
 6.10 

第 3 次 
伊藤内閣 

・地租増徴案を否決し、その本会議散会後に解散 
 

⑥ 第 17 回 
（通常会） 

1902（明 35）. 
12.28 

第 1 次 
桂内閣 

・地租増徴案による海軍拡張計画に反対し、討論を
終局した際に解散 

⑦ 第 19 回 
（通常会） 

1903（明 36）. 
12.11 

第 1 次 
桂内閣 

・内閣を弾劾する開院式勅語奉答文案を議決し、そ
の翌日の開議前に解散 

・明治天皇による最後の解散 

⑧ 第 35 回 
（通常会） 

1914（大 3）. 
12.25 

第 2 次 
大隈内閣 

・二個師団増設の計画に反対して予算案を修正し、
その採決を終えた際に解散 

・大正天皇による最初の解散 

⑨ 第 38 回 
（通常会） 

1917（大 6）. 
 1.25 寺内内閣 ・内閣不信任に関する決議案の議事中に解散 

 

⑩ 第 42 回 
（通常会） 

1920（大 9）. 
 2.26 原内閣 

・現職衆議院議員が内閣総理大臣である内閣による
初めての解散 

・大正天皇自身による最後の解散 

⑪ 第 48 回 
（通常会） 

1924（大 13）. 
 1.31 清浦内閣 ・摂政（皇太子裕仁親王）が天皇の名において解散 

 

⑫ 第 54 回 
（通常会） 

1928（昭 3）. 
 1.21 田中内閣 

・内閣不信任に関する決議案を国務大臣の施政方針
演説前に議事日程を変更して上程しようとしたと
ころ、政府は議事日程変更に同意せず、国務大臣
の演説を終えた際に解散 

・昭和天皇による最初の解散 

⑬ 第 57 回 
（通常会） 

1930（昭 5）. 
 1.21 濱口内閣  

⑭ 第 60 回 
（通常会） 

1932（昭 7）. 
 1.21 犬養内閣  

⑮ 第 68 回 
（通常会） 

1936（昭 11）. 
 1.21 岡田内閣  

⑯ 第 70 回 
（通常会） 

1937（昭 12）. 
 3.31 林内閣  

⑰ 第 89 回 
（臨時会） 

1945（昭 20）. 
12.18 幣原内閣 ・GHQ の指令による解散 

・解散から総選挙まで 113 日間 

⑱ 
第 92 回 

（通常会） 
1947（昭 22）. 

 3.31 
第 1 次 
吉田内閣 

・GHQ の指令による解散 
・大日本帝国憲法下での最後の解散 

  

 
47 衆議院・参議院編『議会制度百年史 資料編』（1990 年）33・34 頁を基に作成。 
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２ 衆議院解散の手続 

 衆議院の解散は、内閣の閣議決定により、天皇の国事行為として詔書をもって行われ、

衆議院に伝達されるとともに一般に公布される。 
 
 〔閣議決定、解散詔書への御名御璽・副署48〕 

 天皇の国事行為である衆議院解散は、内閣の助言と承認に基づいて行われるため、内

閣の意思決定の経路である閣議決定が必要となる。 
 内閣において衆議院の解散を決定する際の手続は以下のようになっている。 
 まず、閣議が開催され、 
 ①内閣総理大臣から「衆議院を解散することを決意」した旨の発言 
 ②内閣官房副長官から「衆議院解散」の閣議案件についての説明 
 ③各国務大臣による衆議院解散の閣議書への署名（「日本国憲法第 7 条により、衆議

院を解散する。」との詔書案、詔書が発せられた旨を衆議院議長に伝える伝達書案

及びこの旨を参議院議長に知らせる通知案を一括して決定） 
がなされる。 
 なお、内閣という合議体を構成する国務大臣の任免権は、憲法 68 条によって内閣総

理大臣に属するため、衆議院の解散に反対する大臣がいても、内閣総理大臣はその大臣

を罷免して閣議決定に及ぶことができる。実際に、2005 年のいわゆる「郵政解散」の

際に、小泉純一郎内閣総理大臣は、解散に反対する島村宜伸農林水産大臣を罷免した。 
 閣議決定後、解散詔書は、天皇へ上奏して御名・御璽がなされ、内閣総理大臣が副署

を行う。 
 
 〔解散詔書の衆議院への伝達〕 

 解散詔書への内閣総理大臣の副署後、解散詔書が発せられた旨を衆議院議長に伝達す

るとともに、参議院議長にその旨が通知される。また、解散詔書は、官報に掲載される。 
 解散詔書が衆議院に伝達されたとき、衆議院が会議中であれば、議長は、直ちに議事

を中止して詔書を朗読する（下記会議録参照）。会議が開かれない日に伝達されたとき

は、議長は、議長応接室に各会派の代表を集め、詔書を朗読する。そのほか、衆議院公

報をもって各議員に通知する。49 
 解散の時期として、会期外の解散が許されるか否かについて、学説の多数は、国会閉

会中でも行うことができるとする50。もっとも、衆議院の意思が国民の意思かどうかを

総選挙で問うために解散の制度があることから、衆議院の意思が明瞭に表出されている

国会開会中に行うのを原則とすべきとする見解もある51。なお、実際に国会閉会中に解

散が行われた例はない。 

 
48 2024 年 10 月 9 日の衆議院解散に関する「臨時閣議及び閣僚懇談会議事録」（首相官邸ウェブサイ

ト https://www.kantei.go.jp/jp/content/061009gijiroku.pdf）及び 2021 年 10 月 14 日の衆議院解散

に関する「臨時閣議及び閣僚懇談会議事録」（首相官邸ウェブサイト https://www.kantei.go.jp/jp/con
tent/031014_1rinjigijiroku.pdf）を基に作成。 

49 『平成 29 年版衆議院先例集』25 
50 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）407 頁 
51 佐藤功『憲法（上）〔新版〕』（有斐閣、1983 年）84 頁 
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 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となり（憲法 54 条 2 項）、国会の

会期は終了する。 
 なお、衆議院の解散の詔書が発せられ、衆議院に伝達されたときは、内閣総理大臣か

ら参議院議長に詔書の写しを添えてその旨の通知がなされる。参議院の会議中でないと

きにこの通知を受けた場合は、議長は、各会派にその旨を通知するのを例とする（衆議

院解散の通知を参議院の会議中に受けたことはない）。52 
 

第 214 回国会 令和 6 年 10 月 9 日 衆議院本会議 

○額賀福志郎議長 ただいま内閣総理大臣から、詔書が発せられた旨伝えられましたから、

朗読いたします。 
    〔総員起立〕 
  日本国憲法第七条により、衆議院を解散する。 
   御名 御璽 
    令和六年十月九日 
         内閣総理大臣 石破  茂 
    〔万歳、拍手〕 

 
 〔内閣による解散理由の発表〕 

 衆議院が解散されたときは、内閣は、政府声明又は内閣総理大臣談話の形式をもって、

解散の理由を発表するのが例である53。 
 

政府声明54 

令和 6 年 10 月 9 日 

 ただ今、衆議院は解散されました。 
 我が国は大きな時代の変化に直面しています。政治の責任として、これまで以上に、我が

国が置かれている状況を国民の皆様に説明し、納得と共感を頂きながら安全安心で豊かな日

本を再構築していかなければなりません。 
 石破内閣は、「ルールを守る」、「日本を守る」、「国民を守る」、「地方を守る」、「若者・女性

の機会を守る」、これらの五本の柱で、国民の皆様とともに、日本の未来を創り、日本の未来

を守り抜きます。 
 現実的な国益を踏まえた外交、防衛力の抜本的強化、子育て支援、賃上げと投資が牽引す

る成長型経済の実現、人命最優先の防災立国の構築、地方創生の再起動、教育改革や女性活

躍。総選挙により、信任をいただいた上で、これらの重要施策を力強く進め、すべての人に

安心と安全をもたらす社会の実現に向けて取り組んでいく覚悟です。 
 政府としては、この度の総選挙が、終始公明正大に行われるよう、関係者に強く求めると

ともに、国民の皆様が、総選挙の意義を十分に認識され、慎重かつ真剣に選挙権を行使され

ることを切に希望しております。  

 
52 『令和 5 年版参議院先例録』32 
53 『平成 29 年版衆議院先例集』27 
54 首相官邸ウェブサイト https://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2024/_00050.html 
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３ 衆議院解散の実例 

 日本国憲法の施行（1947 年（昭和 22 年）5 月 3 日）から現在までにおいて、衆議院

議員総選挙は 27 回実施されており、そのうち、衆議院解散によるものは 26 回である。

この 26 回の衆議院解散のうち、69 条所定の場合における解散は、①1948 年（昭和 23
年）12 月（＝第 1 回解散「なれあい解散」55）、②1953 年（昭和 28 年）3 月、③1980
年（昭和 55 年）5 月及び④1993 年（平成 5 年）6 月の計 4 回56であり、その他の大部

分の解散は、69 条所定以外の場合に行われている。 

 解散詔書の文言については、69 条所定の解散であるかを問わず、上記の会議録のと

おり（「日本国憲法第七条により、衆議院を解散する。」）である。もっとも、第 1 回の

解散の詔書では「衆議院において、内閣不信任の決議案を可決した。よつて内閣の助言

と承認により、日本国憲法第六十九条及び第七条により衆議院を解散する。」57とされて

いた58 59。 
 

  

 
55 詳細は、後掲「【参考】第 1 回衆議院解散（「なれあい解散」）の経緯」を参照。 
56 内閣不信任決議案の可決の理由について、第 1 回目（1948 年・第 2 次吉田内閣）は少数与党（民自

党）であったため、第 2 回目（1953 年・第 4 次吉田内閣）及び第 3 回目（1980 年・第 2 次大平内

閣）は、それぞれ自由党、自民党における内閣総理大臣の支持基盤が弱く、与党内に大量の棄権者を

出したためであり、第 4 回目（1993 年・宮澤内閣）は、与党の自民党内の大量の議員が賛成に回っ

たためであるとされる（浅野一郎・河野久『新・国会事典〔第 3 版〕』（有斐閣、2014 年）145 頁）。 
57 「衆議院解散の件・御署名原本・昭和二十三年・詔書一二月二三日」（国立公文書館デジタルアーカ

イブ https://www.digital.archives.go.jp/file/130588.html） 
58 解散詔書の文言の変遷について、第 1 回解散の詔書に「第 69 条関係のことを入れたのは、それま

でのいきさつに示された総司令部の意向を察してのものであり、別段先方の指示によってこういう表

現がなされたものではなかった」とされ、第 2 回解散においては「事務当局のあいだに、この際、解

散詔書の形式をきめておこうという話しが出て、解散の理由は何であっても、詔書の直接の根拠は憲

法第 7 条であるから、将来はこれだけを引用することにしようということにした……。なお、そのと

き『内閣の助言と承認により』というのも当たりまえのことであり、第 1 回国会以来の国会召集の詔

書にも、そのようなことばは出ていない・ということで、それも削ることにした」とされる（佐藤達

夫「解散権論議の回想」ジュリスト 217 号（1961 年）17 頁）。 
59 解散詔書に憲法 69 条を根拠として示すことについて、同条は、「内閣の解散決定権を予定するもの

であって、これを解散決定権をもたない天皇の形式的宣示行為の根拠として引用するのは、当をえた

ものとはいえない」との指摘がある（清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）234 頁）。 
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【参考】日本国憲法下における解散一覧表60 

（網掛けは、内閣不信任決議案が可決された際の解散） 

通算 国会回次 詔書年月日 内閣 内閣不信任 
決議案 備考 

① 第 4 回 
（常会） 

1948（昭 23）. 
12.23 

第 2 次 
吉田内閣 可決 不信任決議案可決後、一旦休憩となり、再開

後、解散（いわゆる「なれあい解散」） 
② 第 14 回 

（常会） 
1952（昭 27）. 

 8.28 
第 3 次 
吉田内閣  議長応接室で詔書朗読（いわゆる「抜き打ち

解散」） 
③ 第 15 回 

（特別会） 
1953（昭 28）. 

 3.14 
第 4 次 
吉田内閣 可決 吉田内閣不信任決議案可決後、一旦休憩とな

り、再開後、解散 
④ 第 21 回 

（常会） 
1955（昭 30）. 

 1.24 
第 1 次 
鳩山内閣   

⑤ 第 28 回 
（常会） 

1958（昭 33）. 
 4.25 

第 1 次 
岸内閣 未了 岸内閣不信任決議案の討論中に解散 

⑥ 第 36 回 
（臨時会） 

1960（昭 35）. 
10.24 

第 1 次 
池田内閣   

⑦ 第 44 回 
（臨時会） 

1963（昭 38）. 
10.23 

第 2 次 
池田内閣   

⑧ 第 54 回 
（常会） 

1966（昭 41）. 
12.27 

第 1 次 
佐藤内閣  召集日に解散 

⑨ 第 62 回 
（臨時会） 

1969（昭 44）. 
12. 2 

第 2 次 
佐藤内閣   

⑩ 第 70 回 
（臨時会） 

1972（昭 47）. 
11.13 

第 1 次 
田中内閣   

⑪ 第 88 回 
（臨時会） 

1979（昭 54）. 
9 . 7 

第 1 次 
大平内閣 未了 大平内閣不信任決議案の議題宣告後に解散 

⑫ 第 91 回 
（常会） 

1980（昭 55）. 
 5.19 

第 2 次 
大平内閣 5.16 可決 議長応接室で詔書朗読 

⑬ 第 100 回 
（臨時会） 

1983（昭 58）. 
11.28 

第 1 次 
中曽根内閣 未了 中曽根内閣不信任決議案の議題宣告後に解

散 
⑭ 第 105 回 

（臨時会） 
1986（昭 61）. 

 6. 2 
第 2 次 

中曽根内閣  議長応接室で詔書朗読（召集日に会議を開く
に至らないまま解散） 

⑮ 第 117 回 
（常会） 

1990（平 2）. 
 1.24 

第 1 次 
海部内閣   

⑯ 第 126 回 
（常会） 

1993（平 5）. 
 6.18 宮澤内閣 可決 宮澤内閣不信任決議案可決後、一旦休憩とな

り、再開後、解散 
⑰ 第 137 回 

（臨時会） 
1996（平 8）. 

 9.27 
第 1 次 
橋本内閣  召集日に解散 

⑱ 第 147 回 
（常会） 

2000（平 12）. 
 6. 2 

第 1 次 
森内閣 未了 森内閣不信任決議案の議題宣告後に解散 

⑲ 第 157 回 
（臨時会） 

2003（平 15）. 
10.10 

第 1 次 
小泉内閣   

⑳ 第 162 回 
（常会） 

2005（平 17）. 
 8. 8 

第 2 次 
小泉内閣 未了 小泉内閣不信任決議案の議題宣告後に解散

（いわゆる「郵政解散」） 
㉑ 第 171 回 

（常会） 
2009（平 21）. 

 7.21 麻生内閣 7.14 否決 7.14 参議院において内閣総理大臣麻生太郎君問
責決議案可決 

㉒ 第 181 回 
（臨時会） 

2012（平 24）. 
11.16 野田内閣   

㉓ 第 187 回 
（臨時会） 

2014（平 26）. 
11.21 

第 2 次 
安倍内閣   

㉔ 第 194 回 
（臨時会） 

2017（平 29）. 
 9.28 

第 3 次 
安倍内閣  召集日に解散 

㉕ 第 205 回 
（臨時会） 

2021（令 3）. 
10.14 

第 1 次 
岸田内閣   

㉖ 第 214 回 
（臨時会） 

2024（令 6）. 
10. 9 

第 1 次 
石破内閣 未了 石破内閣不信任決議案の議題宣告後に解散 

※いずれの解散も、会期中に行われた。 

 
60 『平成 29 年版衆議院先例集』25、『平成 29 年版衆議院先例集付録』11 を基に作成。 
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【参考】第 1 回衆議院解散（「なれあい解散」）の経緯61 

 1948 年（昭和 23 年）10 月に成立した第 2 次吉田茂内閣は、衆議院における少数与

党（152 議席のみ）であったため、早期の衆議院解散・総選挙を構想しており、実際に、

同年 12 月に日本国憲法下での初めての衆議院解散を行い、1949 年（昭和 24 年）1 月

に総選挙が施行された。 
 ただ、この衆議院解散は、あえて、野党による内閣不信任案の可決を待って行われた

ものであった。これは、日本政府側と GHQ 側との衆議院解散に関する憲法解釈の相違

（日本側：憲法 7 条のみを根拠として解散可能、GHQ 側：憲法 69 条所定の場合にの

み解散可能）があり、GHQ 側から妥協案が示されたためである。 
 

〔日本政府側の解釈〕 

 法務庁62は、政府の立場を明確にするため、1948 年 11 月 13 日に以下の文書をとりまとめ

た。 
 
「衆議院の解散権の所在と要件」（意見長官6323、11、13） 

一、日本国憲法第 7 条は、天皇の国事に関する行為の中に、衆議院の解散を揚げているが、

その実質的な決定権と責任とは内閣にあるのであって、他の国事に関する行為と同様天皇

はその内閣の助言と承認に基づき、儀礼的乃至認証的意義においてこれを行うに過ぎない

……天皇の国事に関する権能は、常に内閣の助言と承認とに基くことを要するから、解散

は国会又は衆議院が自ら直接決定するということは、考えられないことである。 
二、憲法第 69 条は、内閣不信任決議案の可決又は〔事務局注：信任決議案の〕否決を掲げる

が、これは内閣の衆議院に対する責任を明かにし、その総辞職の要件との関係上特に規定

したものであって、解散がこの場合に限定されるとの見解の根拠とするには足りない。元

来解散は、内閣が時の衆議院が真に現在の民意を代表するのに相応しいものであるかどう

かについて疑問を抱く場合に、民意に適合した国政を行う内閣がその責任上これを行うも

のである。その最も普通で顕著な場合は、第 69 条の規定するものではあるが、これ以外に

も解散を必要乃至適当とする場合は考えられる。例えば、憲法改正の発議（憲法第 96 条）

とか、重要な条約締結の承認……のように将来の国民に拘束を残すような事項を決するに

は、例令衆議院が内閣を信任している場合でも、新しい民意を反映させるために解散を行

うことが適当であろう……。 
  したがって、内閣〔事務局注：内閣が〕如何なる場合に解散を行うことができるかは、

その政治的責任で決すべきもので、憲法上はこれに関する制限はないと考うべきである。

…… 
 

〔ＧＨＱ側の解釈〕 

 1948 年 11 月から 12 月にかけて、日本政府側と GHQ 側との間で何度か会談が行われた

が、GHQ 側の主な主張は以下のとおりであった。 

 
61 佐藤達夫「解散権論議の回想」ジュリスト 217 号（1961 年）14-17 頁、加藤一彦「憲法 69 条の原

意」『議会政の憲法規範統制』（三省堂、2019 年）168-177 頁を基に作成。 
62 法務庁は、GHQ の指令を受けて、法務庁設置法（昭和 22 年法律第 193 号）の施行により 1948 年

（昭和 23 年）2 月 15 日に司法省と内閣法制局を廃止して設置されたもの。 
63 法務調査意見長官は、法務庁の長である法務総裁（国務大臣）の下に置かれていた役職で、現在の

内閣法制局の部長に相当するもの。 
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○ 憲法制定当初から、天皇乃至内閣に解散権を与えないと言うのが、我々の趣旨であった。

……内閣に解散権を与えるべきであるという意見……はいけないと言うことで取り上げら

れなかった。……金森氏は、議会における審議の際新憲法の精神に合致しないような説明

をよくやってこちらから注意を喚起したことがある。……（ケーディス民政局次長） 
○ この問題に特に関係のある条文は、憲法第 4 条、第 7 条、第 41 条……及び第 69 条であ

る。およそ憲法を精密に研究した程の者ならば、この 4 箇条の当然の結論として、衆議院

の解散は第 69 条の場合に限られることが判るであろう。……（ウィリアムズ国会政治課

長） 
○ 国会の生んだ子たる内閣が、その親である国会をデストロイすることができるか。（カー

ペンター法務局長） 
○ 憲法第 7 条には、衆議院を解散することを挙げているが、第 4 条によれば、天皇は国政

に関する権能を有しないし、又第 73 条は、内閣の権能としてこれを挙げていない。然るに

国会〔事務局注：衆議院〕の解散権は、極めて重大な政治的権能である。従って、憲法上

の規定上は、国会の解散は第 69 条の場合に限ると解する外ない。（オプラー立法司法課長） 
 

 このように日本政府側の考え方と GHQ 側の考え方との相違は平行線のままであっ

たが、カーペンター法務局長は最後に、「この問題について、大変深く考究されている

ことがよく判った。我々としても、十分研究したい……本日は、結論を申し上げること

はできない。最初自分は、ある一方の意見をもって居たけれども、今は何れとも決しか

ねている」と述べたとされる。 
 結局、1948 年 11 月 27 日に、ホイットニー民政局長とケーディス民政局次長が吉田

首相と会談し、ホイットニーから「懸案となっている法案と予算が成立したときには、

野党から内閣不信任決議案を提出して解散に応ずること」という趣旨の妥協案が示され、

翌日、GHQ 民政局立ち合いの下、妥協案について与野党代表者が合意した。 
 そうして、同年 12 月 23 日に、衆議院本会議において野党提出の内閣不信任決議案

が可決され、同日衆議院が解散された。 
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第３ 解散に係る諸論点  
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１ 解散権（解散の実質的決定権）の所在と根拠64 論点１ 

 憲法 7 条 3 号は、内閣の助言と承認により行われる天皇の国事行為として「衆議院を

解散すること」と掲げている。しかし、天皇が「国政に関する権能を有しない」（憲法 4
条 1 項）以上、衆議院解散という「極めて政治性の高い国家統治の基本に関する行為」

65に関して、天皇にその実質的な決定権はないはずである。 
 そこで、衆議院の解散を決定する機関がいずれであるか（解散権の所在）、また、解

散権がその機関にあるとする憲法上の根拠は何か（解散権の根拠）については解釈に委

ねられていることになる。 
 これらの論点に関して、解散権は内閣にあるとする見解が支配的であるが、内閣に解

散権を認める憲法上の根拠については、以下の各説がある。 
 
【参照条文】日本国憲法 

 〔天皇の権能と権能行使の委任〕 

第 4 条 天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみを行ひ、国政に関する権能を有し

ない。 

② （略） 

 〔天皇の国事行為〕 

第 7 条 天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に関する行為を行ふ。 
 一・二 （略） 

 三 衆議院を解散すること。 

 四～十 （略） 

 〔不信任決議と解散又は総辞職〕 

第 69 条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決したときは、

10 日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければならない。 
 

（１）7 条説66【政府見解】 

 7 条説は、憲法 7 条 3 号の「衆議院を解散すること」という天皇の国事行為に対す

る内閣の助言と承認を根拠として、内閣に解散の実質的決定権があるとする考え方で

ある。 

 7 条説の論者は、そもそも天皇の行為について内閣の助言と承認を必要とするのは、

その行為の決定権を天皇の手から奪って内閣その他の国家機関に与えるためである

という理解の下、「内閣の助言と承認」とは、憲法の定める制約の下において、原則

として、天皇の国事行為を実質的、かつ、最終的に決定する内閣の行為であるとする。

その上で、天皇は、内閣が決定した行為に対して、天皇の行為という外観・体裁を与

えるだけであるとする。 

 つまり、衆議院の解散は、天皇の権能（行為）である（憲法 7 条 3 号）ものの、そ

れは、内閣の助言と承認によって行われるのであるから、衆議院の解散を実質的に決

 
64 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）402-405 頁、木下智史・只野雅人編『新・コンメン

タール 憲法（第 2 版）』（日本評論社、2019 年）583-585 頁〔只野雅人執筆部分〕、上田健介「衆議院

解散権の根拠と限界」『憲法の争点（Jurist 増刊）』（2008 年）242・243 頁を基に作成。 
65 最大判昭和 35・6・8 民集 14 巻 7 号 1206 頁（苫米地事件最高裁判決） 
66 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）68、104-106、115 頁 
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定するのは、内閣であるとする。 
 
 内閣の助言と承認とは、天皇の国事に関する行為を、実質的に、かつ最終的に決定する

内閣の行為をいう。……天皇の国事行為に内閣の助言と承認が必要だとは、天皇のそれら

の行為は、ひとえに内閣の決定するところであり、天皇のなし得るところは、そこで決定

された行為に対して、天皇の行為という外観ないし体裁を与えることだけであることを意

味する。…… 
 ここに列挙されてある行為〔事務局注：憲法 7 条各号の国事行為〕は、それら自体とし

ては、かならずしも単に儀礼的・名目的な行為ではない。……そこで、それらを天皇が儀

礼的・名目的な行為として行うためには、天皇以外のだれかがそれらの行為を実質的に決

定しなくてはならない。それはだれかというと、ほかの憲法の規定の定める制約のもとに

おいて、原則として、内閣である。天皇が「内閣の助言と承認により」、それらの「国事に

関する行為を行ふ」とは、このことを意味する。…… 
 そもそも天皇の行為について、内閣の助言と承認を必要とするのは、天皇にその行為の

決定権を与えないためである。その行為の決定権を天皇の手から奪って内閣その他の国家

機関に与えるためである。したがって、その行為について、それを行うかどうか、または

それを行う方式はどうか、などの点で、自由に決定する余地が――その分量の多少はとも

かく――存することが、そこでの当然の前提である。そういう決定の余地があるからこそ、

その決定を天皇の手から内閣へ移す必要があるのである。もしそういう決定の余地が全然

ないとすれば、そのために内閣の助言と承認を必要とすることは無意味である。…… 
 ……衆議院の解散は、明治憲法のもとでは、天皇の「大権」……に属しており、天皇は、

それを国務大臣（実際には、内閣）の「輔弼」にもとづいて行使した。そして、実際にそ

こで解散を決定したものは、つねに内閣であった。 
 日本国憲法のもとでも、衆議院の解散は、天皇の権能とされるが、それは、内閣の助言

と承認によって行われるのであるから、それを実質的に決定するのは、内閣である……。 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年） 

68、104-106、115 頁 
 
 ……第 69 条の場合以外にも解散を行い得るとすれば、それの根拠規定は第何条に求め

られるか。……その根拠規定は第 7 条第 3 号である。しかしこの第 7 条の解釈について、

重要な問題がある。 
 ……それは、要するに、第 69 条以外の場合に第 7 条によつて天皇に解散権を与えると

いうことは、国政に関する権能を有しない、非政治的な天皇の地位と矛盾するではないか、

という問題である。…… 
 解散……は、その文字の示すとおり、天皇の権能であつて、それは実質的決定を含むも

のである。そしてこのことと天皇が「国政に関する権能を有しない」ということとの調和

は、これらの行為を行う場合に天皇がその実質的決定をなさないこと、即ち内閣の助言と

承認によつて行われることによつて可能なのである。 
 ……憲法上天皇には実質的決定権がなく、「国政に関する権能」を有せず、その行為は形

式的・儀礼的なものであるということはもとより認めるのである。ただ解散……について

は、憲法の規定は、……意識的か無意識的か、伝統的な立憲君主制と大臣責任制の構造を

とり入れており、従つてそれらの行為が「国政に関する権能」ではなく、形式的・儀礼的

であり、その実質的決定権は天皇にはない……。 
佐藤功「解散をめぐる憲法論争」『憲法解釈の諸問題』（有斐閣、1953 年）162、190 頁 

 



27 

 ……内閣の「助言と承認」は実質的決定権を含む場合もある
、、、、、、、

……。内閣が「助言と承認」

を行う前提として行為の実質的決定を行っても、その結果として天皇の国事行為が形式

的・儀礼的なものになるならば、憲法の精神に反しない……。そこで、憲法 7 条 3 号の衆

議院の解散という国事行為に対する内閣の「助言と承認」を根拠として、内閣の自由な解

散決定権が認められる……。 
 ……69 条は必ずしも真正面から内閣に解散権があることを定めた規定ではないが、そう

解することのできる余地を多分に残しているので、論理は一貫するけれども、政党内閣制

の下では多数党の支える内閣に対し不信任決議が成立する可能性は稀であるため、解散権

を行使できる場合が著しく限定されてしまう、という問題がある。 
 ……7 条説……をとれば、7 条に言う「助言と承認」は内閣による実質的決定を含まな

い場合と含む場合の二つが存在することになり、その点で問題もあるが、解散権の所在を

憲法上確実に根拠づけるためには、他の説よりも適切であると思われる……。実際の運用

でも、そう解されており、それが慣習法化したとみることもできる……。 
芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法 第 8 版』（岩波書店、2023 年）49・50 頁 

 
 政府は、「衆議院の解散は憲法 7 条の規定により天皇の国事に関する行為とされて

いるが、実質的に衆議院の解散を決定する権限を有するのは、天皇の国事に関する行

為について助言と承認を行う職務を有する内閣である」としている。 
 

第 212 回国会 令和 5 年 10 月 24 日 衆議院本会議 

○岸田文雄内閣総理大臣 衆議院の解散は憲法 7条の規定によって天皇の国事に関する行

為とされておりますが、実質的に衆議院の解散を決定する権限を有するのは、天皇の国

事に関する行為について助言と承認を行う職務を有する内閣であり、いかなる場合に衆

議院を解散するかについては、憲法上、これを制約すべき規定はなく、内閣がその政治

的責任で決すべきものであると考えております。 

 

第 87 回国会 昭和 54 年 5 月 23 日 衆議院法務委員会 

○真田内閣法制局長官 衆議院の解散につきましては、憲法の第 7 条に天皇の国事行為と

して挙がっておりまして、天皇の国事に関するすべての行為については、内閣の助言と

承認を必要とするという明文の規定もございますので、これらをかみ合わせてよく読め

ば、これは衆議院の解散については、内閣の助言と承認によって、天皇の国事行為とし

て行われるというふうに読めるわけでございます。 
  ……7 条には天皇の国事行為として十幾つかの号が立ててございますが、しさいに見

ますと、その条項自体が非常に形式的な行為である。「儀式を行ふこと。」というのが最

後にございますが、これなんかもその典型的なものなんです。ところが「國會を召集す

ること。」とか「衆議院を解散すること。」ということは、そのこと自体を見ると、これ

は非常に政治的な内容のものなんです。しかしながら、天皇は国政に関する権能は有し

ないということから、国政に影響のある実体面については、それは内閣の助言と承認を

もってまず定まって、そして、それの詔書の公布という形式行為だけがあそこに残って

くる、こういうふうに考えざるを得ないというのが私たちの解釈でございます。 
 

  〔7 条説に対する批判〕 

 7 条説は、国事行為の実質的決定権は本来天皇に帰属するという考え方と理解され

るが、これに対しては、天皇の国事行為に対する内閣の助言と承認を立憲君主制にお
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ける大臣助言制67の一種として位置付けようとするものであり、天皇ははじめから名

目的な権能しか有さないという考え方からの有力な批判がある68。 
 すなわち、憲法 4 条 1 項には「天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみを

行ひ、国政に関する権能を有しない
、、、、、、、、、、、、、

。」と規定されていることから、天皇に国政上の

権能（決定権）が属することはなく、天皇の国事行為ははじめから形式的な「行為」

であると指摘されている。つまり、憲法 7 条 3 号は、天皇の国事行為として「衆議院

を解散すること」と掲げているが、これは天皇に国政上の権能としての解散権が属す

るということを意味せず、天皇の国事行為は他の国家機関が決定した解散を単に宣示

する「行為」と解するべきとされる。69 
 その上で、憲法 3 条の規定（「天皇の国事に関するすべての行為には、内閣の助言

と承認を必要とし、内閣が、その責任を負ふ。」）から、形式的国事行為に対する内閣

の助言と承認も「行為」そのものへの助言と承認にとどまり、内閣は助言と承認の内

容として、国事行為に関する実質的決定を行うことはできない70と指摘されている。

そして、国事行為の助言・承認者としての内閣と、行政権の最高機関としての内閣と

を法的に区別し、国事行為に関する実質的決定については、助言・承認者としての内

閣とは別の機関（例えば、国会、行政権の最高機関としての内閣など）に委ねられる

べきものとされる71。 
 後掲（２）から（４）までの各説の論者は、こうした天皇の国事行為や内閣の助言

と承認に関する法的性質の理解を前提として、衆議院の解散権の所在とその根拠につ

いて論じている。 
 

（２）69 条説72 

 69 条説は、憲法に衆議院の解散権の所在や根拠についての規定がないことを、憲

法典の欠缺であるとする。しかしながら、憲法 69 条の規定から、内閣不信任決議案

の可決等があった場合には内閣が衆議院解散を決定し得ると解釈することはできる

とする。そして、「行政権者は、憲法または法律に認められたもの以外に権能をもた

ない」という不文の法理を勘案すると、69 条所定の場合にのみ、内閣は解散を決定

できると考えるべきであるとする。 
 

 ……これ〔事務局注：憲法 69 条〕は、内閣が、特定の場合、総辞職すべきことの規定で

 
67 伝統的な立憲君主は本来的に政治的権能を有するが、君主がその権能を行使するに当たって、必ず

大臣の助言に基づくことを必要とする制度（佐藤幸治『日本国憲法論［第 2 版］』（成文堂、2020 年）

522 頁、高橋和之ほか編『法律学小辞典〔第 6 版〕』（有斐閣、2025 年）895 頁）。 
68 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）79・80、403 頁、佐藤幸治『日本国憲法論[第 2 版]』

（成文堂、2020 年）522 頁、木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール 憲法（第 2 版）』（日本評

論社、2019 年）584 頁〔只野雅人執筆部分〕 
69 長谷川正安「解散論争の盲点」法律時報 24 巻 7 号（1952 年）51 頁、小嶋和司「衆議院解散権」『憲

法学講話』（有斐閣、1982 年）152 頁 
70 長谷川正安「解散論争の盲点」法律時報 24 巻 7 号（1952 年）51・52 頁、小嶋和司「衆議院解散

権」『憲法学講話』（有斐閣、1982 年）152 頁 
71 長谷川正安「解散論争の盲点」法律時報 24 巻 7 号（1952 年）51・52 頁 
72 小嶋和司「衆議院解散権」『憲法学講話』（有斐閣、1982 年）153 頁 
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あって、解散決定
、、

権の規定ではない。そこで、憲法典は規定すべきことを規定しておらず、

欠缺があると、勇断することとした。 

 憲法典の欠缺であるならば、不文の法理を勘案して対処する以外にない。そこで想い出

したのが、……「およそ行政権者は、憲法または法律に認められたもの以外に権能をもた

ない」という考え方である。そして、第 69 条は、解散決定権の規定でも、それを限定する

規定でもない、けれども、その場合に内閣が解散を決定しうるとは解しうる。かくて、こ

の場合のみ解散を決しうると考うべきであろうかと、私考したのであった。 

小嶋和司「衆議院解散権」『憲法学講話』（有斐閣、1982 年）153 頁 ※後に改説 

 
 ……多くの学説は、7 条説か制度説かの根拠についての違いはあれ、内閣の解散権行使

について制約を認めることにそれほど積極的ではないように思われる。例えば、衆参同日

解散についても、違憲とされる議員定数がなおも是正されていない状態においても、解散

権の行使は制約されることはないとされ、むしろ、衆議院と参議院の「ねじれ」国会解消

の処方箋として、衆参同日選挙の常態化が提唱されることもある。このような状況は、一

端、69 条という枠を超えて原則的に内閣の解散権の自由な行使を認めてしまうと、その制

約を論じることがいかに困難であるかを如実に物語っていよう。それゆえにこそ解散権そ

れ自体の制約をもう一度考えるべきであり、69 条説が再評価されるべきではないだろう

か。…… 
 イギリス憲法において庶民院を解散することは、コモン・ロー上の国王大権とされるか

ら、当然に議会制定法に劣位し、2011 年議会任期固定法は、イギリスの議院内閣制の要で

ある「解散権」を葬り去ることができた。日本では、69 条非限定説を前提とした場合には、

法律でそれを限定するという手法を用いることには困難が伴うであろう。むしろ、69 条限

定説の再評価を通じて、国会の主導で、国民に信を問うという手法の確立が望ましいので

はないだろうか。 
植村勝慶「衆議院の自律的解散権論・再訪」杉原泰雄ほか編『戦後法学と憲法 

―歴史・現状・展望』（日本評論社、2012 年）1031-1033 頁 

 
〔69 条説に対する批判〕 

 69 条説によっても、解散の実質的決定権は内閣にあるとされるが、この説は、解

散の実質的決定権に関する憲法典の欠缺を前提として議論を組み立てており、したが

って内閣に実質的解散権が属するとの結論もさほど強い論拠に基づくとはいえない

との批判がある73。 
 また、政党内閣制の下では議会の多数派が支える内閣に対し不信任決議が成立する

可能性は稀であるため、解散権を行使できる場合が著しく限定されてしまうという問

題があると指摘されている74。 
 

（参考）自律解散説75 

 この説は、原則としては衆議院が自らの議決で解散するべきであるが、内閣に対

する不信任決議案の可決又は信任決議案の否決があった場合には、憲法 69 条によ

り、例外的に内閣が解散権をもつとする。 
 

73 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）404 頁 
74 芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法 第 8 版』（岩波書店、2023 年）50 頁 
75 長谷川正安「解散論争の盲点」法律時報 24 巻 7 号（1952 年）54-56 頁 
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 この説の論者は、議会多数派が支配するという現在の議院内閣制の特徴と行政府

の専制化の危険性の観点から、議会自身の解散を原則とし、例外的に内閣の信任不

存在の場合には内閣が解散できるとすべきとする。このような考え方に基づき、日

本国憲法においても、国会を国権の最高機関とした上で議院内閣制を採用している

ことと現実の歴史を鑑みた行政府の専制化のおそれから、上記のような解散の在り

方が望ましいとする。 
 しかしながら、この説の論者は、衆議院自身の解散を原則とする慣行が確立する

か、自律解散を可能とする立法的措置がとられるまでは、69 条限定説を採らざる

を得ないとしている。 
 
〔自律解散説に対する批判〕 

 自律解散説については、日本国憲法が、自律解散に関する規定も、また議員の任

期を法律事項とする規定も含んでおらず、したがって、明示の規定のない限り、憲

法上保障された議員の任期を多数決によって縮減する自律解散は許されないとの

一般原則に反すると指摘されている。また、国会が国権の最高機関であるとの憲法

41 条の定めも政治的美称にすぎず、そこから何らかの解釈論上の結論を引き出し

うるような強い意味は持っていないとの見解が一般的とされる。76 
 

（３）65 条説77 

 この説は、衆議院の解散権は、憲法 65 条の規定（「行政権は、内閣に属する」）に

よって内閣にあると考えるほかないとするものである。すなわち、いわゆる行政権概

念の控除説にしたがって、衆議院の解散は、立法作用でも司法作用でもない以上、行

政作用であるとし、その上で、解散権を内閣以外の国家機関に与える憲法上の規定も

ないため、解散権は内閣にあるとする考え方である。 
 
〔65 条説に対する批判〕 
 65 条説については、果たして解散が控除説のいう実質的意味における行政に含ま

れるか否かについて疑問があるとされる。すなわち、国家作用全体から立法権と司法

権を除いた部分を行政権とする控除説は、国民に対する関係での国家作用をいかに配

分するかに関する議論であり、解散権のような、国家機関相互の関係を念頭に置くも

のではないとの批判である。78 
 

（４）制度説79【有力説】 

 制度説は、日本国憲法は、議院内閣制を採用し、内閣の国会に対する責任を明らか

にすると同時に、衆議院の内閣不信任決議権を認め、これに対応するものとして、権

力分立の見地から、内閣の解散決定権を認めるとするものである。 

 
76 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）404 頁 
77 入江俊郎「解散と憲法の規定」『憲法成立の経緯と憲法上の諸問題』（第一法規、1976 年）496 頁 
78 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）404 頁 
79 清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）235 頁 
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 ……憲法は、権力分立制を採用し、行政権を内閣に属せしめている。解散の決定が憲法

第 65 条にいう「行政権」に属するかどうかは問題であるとしても、憲法は、解散の決定を

内閣の担当する作用に属せしめているものと解することができる。 
 ……憲法は、議院内閣制を採用し、内閣の国会に対する責任を明らかにすると同時に、

衆議院の内閣不信任決議権を認め、これに対応するものとして、権力分立の見地から、内

閣の解散決定権を認めるものと解せられる。…… 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）235 頁 

 
 実質的な解散決定権について、憲法の規定は不明確である。……これらの条文上の根拠

〔事務局注：7 条・69 条〕はなお十分でなく、このような条文上の理由とともに、むしろ

憲法の採用する議院内閣制の本質に重要な根拠を求めることができよう。 
 議院内閣制もまた権力分立という近代憲法の基本原則と結合するものである。しかし、

大統領制が行政部と立法部を厳しく峻別し、その権力の分離を厳密にするのに反し、議院

内閣制は、ある意味では両者の結合を認めつつ、むしろ二つの権力の間の抑制と均衡のう

ちに権力の制約を求めようとするものである。……内閣は、その成立と存続を議会とくに

衆議院の信任に負っており、議会のコントロールをうけるけれども、衆議院の不信任決議

に対抗する手段として内閣に与えられたのが解散権であって、それは両者の間の均衡を確

保する重要な手段である。…… 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）464・465 頁 

 

 議院内閣制を立法機関と行政機関との均衡の体制とする議論からは、解散権は有権者の

裁定に基づいてこの均衡を保つための制度とされてきたし、議院内閣制を、国民の意思を

代表する議会が内閣を支配する体制として意義づける議論からしても、内閣の解散権は、

国民の意思を議会に反映させるために必要な制度と考えられてきた。したがって、日本国

憲法が議院内閣制を採用しているとの前提をとり、しかも形式的解散権者である天皇に国

政に関する権能が一切ないうえに、議院の自律解散は原則として認められないと考える以

上は、解散の実質的決定権が内閣に属するとの見解は、自然な結論であると思われる。 

長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）405 頁 

 

〔制度説に対する批判〕 

 制度説については、7 条説、69 条説、65 条説と異なり、憲法上の明文の根拠を示

していないという問題があるとの指摘がある80。また、たとえ日本国憲法が議院内閣

制を採用しているとの前提を受け入れることができるとしても、議院内閣制や権力分

立にはさまざまな類型があるため、この前提のみから一義的に、内閣に解散権がある

ことを論結することは難しいとの批判がある81。82  

 
80 木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール 憲法（第 2 版）』（日本評論社、2019 年）585 頁〔只

野雅人執筆部分〕 
81 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）536 頁、長谷部恭男『憲法 
第 8 版』（新世社、2022 年）404・405 頁 

82 なお、制度説は、日本国憲法が採用する議院内閣制の趣旨のみから、内閣に 69 条所定の場合に限

られない「自由な」解散権があることを根拠付けようとする説であると言われることがある。しかし、

制度説の主な論者は、解散の実質的決定権がどの機関に帰属するかと、69 条所定以外の場合にも解

散が認められるかという問題をはっきりと区別している。こうしたことから、制度説は、議院内閣制
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２ 解散権の限界83 

 解散の実質的決定権が内閣にあるとした上で、衆議院の解散がどのような場合に行わ

れるかについては、憲法 69 条以外に規定はない。 

 しかし、69 条は、もともと、内閣の総辞職について規定したものであって、それに関

連して、解散が行われる特定の場合を予想しているにすぎないもので、そこには、解散

が行われる場合を限定する意図はないとも主張される84。 
 そこで、内閣による衆議院解散は 69 条所定の場合に限定されるか否か（後掲「（１）

解散は 69 条所定の場合に限定されるか」）、内閣が 69 条所定以外の場合に解散できる

とした場合に、その解散権に限界はないのか（後掲「（２）（69 条非限定説を前提に）内

閣の解散権に限界はあるか」）について議論がある。 
 
（１）解散は 69 条所定の場合に限定されるか 論点２(１) 

 解散が行われる場合が 69 条所定の場合に限定されるか否かについて、前掲「１ 

解散権（解散の実質的決定権）の所在と根拠」における各説のうち、「（２）69 条説」

は、内閣による解散権の行使は 69 条所定の場合、すなわち衆議院において内閣を信

任しない旨の決議がなされた場合に限られるとする。GHQ の起草したいわゆるマッ

カーサー草案は、このような考え方に立脚していた。 

 そのため、占領下にあった 1948 年（昭和 23 年）12 月に行われた第 1 回解散の際

には、GHQ の示唆に従い、野党提出の内閣不信任案の可決を待って、解散が行われ

ている（「なれあい解散」。前掲「第２ ３【参考】第 1 回衆議院解散（「なれあい解

散」）の経緯」）。 
 これに対し、1952 年（昭和 27 年）8 月の第 2 回解散では、69 条所定の場合でな

いにもかかわらず解散が行われている（「抜き打ち解散」）。 
 

ア 69 条限定説 
 前掲「１（２）69 条説」を参照。 

 

イ 69 条非限定説【通説・政府見解】 
 通説は、内閣が解散を行いうるのは、69 条所定の場合に限られないとする。そ

の理由としては、①69 条の規定そのものは、内閣が総辞職しなければならない場

合を定めているにとどまり、解散を行いうる場合を限定する趣旨を読み取ることは

できないこと（憲法の明文解釈は重要であるが、もともと明瞭性を欠く 69 条の文

 
である以上は、解散の実質的決定権が内閣に属すると主張する説としてのみ理解すべきである。（長

谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）405 頁、長谷部恭男『憲法講話〔第 2 版〕』（有斐閣、

2022 年）332・333 頁） 
83 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）405-409 頁、渡辺康行ほか『憲法Ⅱ 総論・統治』

（日本評論社、2020 年）227-230 頁〔松本和彦執筆部分〕、木下智史・只野雅人編『新・コンメンタ

ール 憲法（第 2 版）』（日本評論社、2019 年）585-588 頁〔只野雅人執筆部分〕、上田健介「衆議院解

散権の根拠と限界」『憲法の争点（Jurist 増刊）』（2008 年）242・243 頁、大石眞「衆議院解散権の

根拠と習律上の制約」『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）271-275 頁を基に作成。 
84 清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）236・237 頁 
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言を厳格に解釈することには無理がある。同条もそれ単独で解釈するのではなく、

憲法の全体構造に照らして条文の趣旨目的を斟酌して解釈されなければならない）、

②解散制度の目的は、衆議院が民意を反映しているかどうか疑わしい場合に民意を

確かめることにあるため、内閣を信任しない旨の議決がなされた場合に限らず、国

政上の重大な問題について民意を反映しているか確かめるために行われるべきで

あること85、が挙げられる。 

 

 解散は本条〔事務局注：69 条〕所定の場合に限られるとする解釈は、結果として、内

閣が衆議院の多数党の支持の上に成立している限りは（与党が多数党である限りは）、

衆議院議員の任期たる 4 年の間は、事実上、どのような場合にも総選挙によって国民の

意思を問う機会がないということを意味する。なぜなら与党が衆議院の多数党である以

上、内閣不信任決議案が可決されるという事態は生じえないはずであるからである。し

かるに……前回の総選挙以後において生じた新たな重要な政治問題をめぐって国民世

論の間に対立が生じ、国民の意思を問う必要があると認められる場合がないではない。

このような場合に、解散によって総選挙が行われることがないとすれば、それは事実上

において内閣（および国会）が国民の意思から遊離することを意味する。このような事

態を防止するためには、解散によって国民の意思を問うことが必要であり、そのために

は解散は本条所定の場合に限られないと解釈することが必要なのである。すなわち、解

散は本条所定の場合に限られるとする解釈は、衆議院の安定性（衆議院議員の地位はそ

の任期たる 4 年の間は安定しているべきである）に重きを置く解釈であり、これに対し

て、本条所定の場合に限られないとする解釈は、内閣が衆議院の支持を理由とすること

によって国民の意思から遊離することを防止する必要に重きを置く解釈である。また前

者の解釈は国会の最高機関性を重視する解釈であり、後者の解釈は国会の最高機関性よ

りも国民の意思を重視する解釈であるといえよう。そしてこの憲法の解釈としては後者

の解釈が正当であるというべきである。 
佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）850・851 頁 

 
 解散が行なわれる場合について、これを正面から規定した明文の規定は、どこにもみ

あたらない。……憲法第 69 条は、もともと、内閣の総辞職について規定したものであ

って、それに関連して、解散が行なわれる特定の場合を予想しているにすぎないもので、

そこには、解散が行なわれる場合を限定する意図はないものと解せられる。……そうす

れば、解散が行なわれる場合は第 69 条の場合に限られないという解釈になる。解散は、

国会、ことに衆議院が、民意を反映しているかどうか疑わしい場合に、民意を確かめる

ために設けられた制度である。解散が行なわれる普通の場合としては、衆議院が内閣を

信任しない場合、または重要問題について、衆議院と内閣とがはなはだしく意見を異に

する場合などが考えられるが、解散はこれらの場合に限らず、憲法改正、条約締結など、

国家の大事について、民意を確かめるために行なわれることもありうる。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）236・237 頁 

 
85 この点に関連して、「結論として 69 条非限定説が今日では妥当な解釈論といえるが、その根拠づけ

としては、解散権への期待の変化〔事務局注：選挙民意思による政治的争点についての裁定を可能と

するものとしての役割への期待、言い換えれば、内閣の議会に対する責任の延長線上に、内閣と議会

双方の選挙民に対する責任を確保するものとしての期待が解散という制度に寄せられるようになっ

たこと〕という事情の変化をとりこんで、制度説を補強することが、比較的無難というべきであろう」

とするものがある（樋口陽一『憲法 第 5 版』（勁草書房、2025 年）391 頁）。 
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 議院内閣制の本質……だけでは 69 条の場合以外に広く解散を行うことのできる理由

として十分ではない。……日本国憲法もまた国会の地位を強く認める議院内閣制といえ

る。そこでは不信任決議と対抗しうる意味での解散権を承認すれば、抑制均衡にかなう

のであり、したがって議院内閣制をとることと、69 条限定説とは両立しうるのである。

しかし、国会と内閣の均衡は不信任決議と解散のみでとりうるのではないだけでなく、

解散は、現代において、立法部と行政部の均衡のみでなく、さらに深く国民主権と結び

つく意味をもつことを忘れてはなるまい。すなわち、内閣と衆議院が対立している場合

に、これを打開することは主権者である国民に期待される。さらに、衆議院が民意を正

しく代表しているかどうかが疑わしいとき、また国家の重要な政策について国民の意思

を問う必要のあるときなども、解散はとられるべき最良の手段であり、国民は総選挙に

おける投票を通じてその意思を表明できるのである。そのようにみると、解散を 69 条

に限定する説は、自律的解散が憲法上認められない以上、国民主権を事実上制約するも

のである。民主制における解散の機能を考えるならば、解散は 69 条の場合に限られな

いと解すべきことになろう。…… 
 内閣はその裁量権を行使して、解散の時期と場合を決定できる。これは内閣の独裁を

認めるといわれることがあるが、解散という重要な政治的決定は、単なる党派的利益に

よってではなく、相当の理由のある場合に行われるべきであり、もし不当な解散があっ

たときは、国民が投票によって批判することとなろう。 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）467・468 頁 

 
 政府も、いかなる場合に衆議院を解散するかは、内閣が政治的責任において決す

べき事柄であり、憲法上、解散権の行使に関する制約はないとの立場をとっている。 
 
第 212 回国会 令和 5 年 10 月 24 日 衆議院本会議 

○岸田文雄内閣総理大臣 衆議院の解散は憲法7条の規定によって天皇の国事に関する

行為とされておりますが、実質的に衆議院の解散を決定する権限を有するのは、天皇

の国事に関する行為について助言と承認を行う職務を有する内閣であり、いかなる場

合に衆議院を解散するかについては、憲法上、これを制約すべき規定はなく、内閣が

その政治的責任で決すべきものであると考えております。 

 

第 111 回国会 昭和 62 年 12 月 11 日 参議院予算委員会 

○味村内閣法制局長官 まず、解散権に制約があるかどうかということでありますが、

これは憲法 7 条の規定によりまして、内閣の助言と承認によりまして天皇が「衆議院

を解散すること。」というふうになっておりまして、その際に実質的に解散を決定す

るのは内閣であるということは、もう従来から御答弁申し上げているところでありま

す。そして、じゃどういう場合に解散権を行使するのかと申しますと、これは国政の

重大な局面において内閣の判断においてするということでございまして、その解散権

の行使について制約はないものというふうに承知をいたしているところでございま

す。 

 

 実例を見ても、現在までのところ、69 条所定の場合における解散は、①1948 年

（昭和 23 年）12 月（第 1 回解散、「なれあい解散」）、②1953 年（昭和 28 年）3
月、③1980 年（昭和 55 年）5 月及び④1993 年（平成 5 年）6 月の計 4 回であり、
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その他の大部分の解散は、69 条所定以外の場合に行われている。 

 
（参考）裁判例：苫米地事件判決 

 69 条所定以外の場合に行われた最初の解散である 1952 年（昭和 27 年）の解散

（第 2 回解散）の合憲性が争われた苫米地事件で、第一審判決及び控訴審判決は、

いずれも、解散をなしうる場合は 69 条所定の場合に限定されておらず、「いかなる

事態の下に解散を為すべきやの判断」は内閣の政治的裁量に委ねられているとした

86。 
 なお、本事件の最高裁判決は、「衆議院の解散は、極めて政治性の高い国家統治

の基本に関する行為であつて、……その法律上の有効無効を審査することは司法裁

判所の権限の外にありと解すべき」（いわゆる「統治行為論」）とした上で、「裁判

所としては、この政府の見解〔事務局注：69 条に該当する場合でなくとも、7 条に

よって憲法上有効に衆議院の解散を行い得るとする見解〕を否定して、本件解散を

憲法上無効なものとすることはできない」とした87。 
 

（２）（69 条非限定説を前提に）内閣の解散権に限界はあるか 論点２(２) 

 69 条非限定説によれば、内閣は憲法 69 条所定以外の場合にも衆議院の解散を行う

ことができることとなる。しかし、69 条非限定説は、内閣による「自由な」解散権が

あることまで論理必然に導くことにはならない。 
 そこで、次の問題は、内閣に自由な解散権行使を認めるほうがよいのか（後掲「ア

 無制限説」）、あるいは、内閣の解散権行使には一定の制約があると考えるのか（後

掲「イ 制限説」）、という点にある。 
 

ア 無制限説（内閣に自由な解散権を認めたほうがよいとする見解） 
 まず、国民の意思に基づく政治の実現のためには、内閣に自由な解散権を認めた

ほうがよいという見解がある。 
 この見解は、内閣の解散権と議会の不信任権に条件がついていない均衡型の議院

内閣制のほうが民主的に機能する可能性を多く秘めているとする。つまり、衆議院

の解散がいつ行われるか分からない状態にあるからこそ、内閣も議会も、与党も野

党も、国民の多数派の支持を獲得しようと常に意識し、国民の意思へより近づこう

とする接近競争の動因が生み出されるとし、解散権が制限されている場合には、そ

の接近競争が阻害されやすくなるとする。 
 

 ……均衡型の議院内閣制（とくに、不信任、解散に条件のついていない均衡型）のほ

うが、民主的に機能する可能性をより多く秘めている。……無条件の不信任制度と無条

件の解散制度の存在が、議会と内閣に対し、たえず国民の意思へ近づこうとする動因を

与えるからである。なぜなら、議会も内閣も、自己を破壊する力をもつ相手の「武器」

（不信任権、解散権）の行使を抑止する最善の方法は、自分のほうが相手より少しでも

 
86 東京地判昭和 28・10・19 行集 4 巻 10 号 2540 頁、東京高判昭和 29・9・22 行集 5 巻 9 号 2181 頁 
87 最大判昭和 35・6・8 民集 14 巻 7 号 1206 頁 
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国民の近くに位置することだからである。解散制度がなければ、議会は、自己の気に入

らない内閣は、たとえ国民の支持を受けていようと、任期満了の総選挙がかなり先のこ

とである限り、安心して不信任するであろう。 
 このように、均衡型の議院内閣制には、国民の意思に近づこうとさせる動因が組み込

まれている…… 
 日本の議院内閣制を民主的に機能させるためには、内閣に無制限の解散権を認めたほ

うがよい……。 
野中俊彦ほか『憲法Ⅱ（第 5 版）』（有斐閣、2012 年）173、216 頁 

〔高橋和之執筆部分〕 

 
 ……内閣も衆議院も、あるいは、与党も野党も、相手が自己を破壊する武器（不信任

権・解散権）を行使できないようにするための最善の方法は、相手よりも国民の意思に

より近いところに身を置くことであり、これにより国民意思への接近競争の動因が生み

出されるのである。それは、国民の側から見れば、国民の政策選択が国政に反映される

ということを意味する。 
 もっとも、この接近競争は、様々な要因によって阻害される。……制度上の要因とし

ては、解散権の制限がある。解散権が制限されている場合には、接近競争が阻害されや

すくなる。 
 ……内閣に自由な解散権を与え、議会を解散の恒常的な脅威の下に置いた方がよい…

…。実際、過去の解散は通説の見解に従って行われてきており、実務は 7 条説で確定し

ている。したがって、制度的には、衆議院の不信任権と内閣の自由な解散権が対抗する

という図式は確立されているのである。にもかかわらず、現実の運用が国民の意思に基

づく政治を十分に実現しえていないとすれば、それは制度以外の要因からくるものと考

えざるをえない。 
高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 6 版〕』（有斐閣、2024 年）416-418 頁 

 
イ 制限説（憲法習律上の制約などがあるとする見解） 

 内閣に自由な解散権の行使を認めることは、民意の確認という解散の民主的機能

を発揮させる上で必要なことである88。もっとも、解散が広く認められる根拠が民

主的機能に求められる以上、そのような機能が期待される場合に限って解散を行う

べきであるとの結論が、条理上、導かれるはずであるとされる89。 

 このような考え方をとる有力な学説は、「内閣の解散権の行使には、この制度が

予定する本質と、我国及び諸外国の解散制の歴史及び経験から帰納される、憲法習

律ともいうべき制約が課せられており、その具体的内容を明確にすることが可能で

あり、必要である」とし、①内閣と衆議院との意思が衝突した場合、②政権担当者

の政治的基本性格が改変された場合、③前選挙時に国民の承認を得ていない重大な

立法・条約締結その他重要政策を新たに行う場合、④選挙法の大改正があった場合、

⑤任期満了時期が接近している場合以外に、漠然と安易に、解散理由を承認すべき

 
88 木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール 憲法（第 2 版）』（日本評論社、2019 年）586 頁〔只

野雅人執筆部分〕 
89 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）406・407 頁 
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ではないとする90 91。 

 そのほかにも、解散権を行使し得る場合は、以下のような場合に限られるとする

考え方がある。 

 

 深瀬忠一 芦部信喜 保利茂・元衆議院議長 佐藤幸治 

① 

・内閣と衆議院との

衝突 

・衆議院で内閣の重

要案件（法律案、予

算等）が否決 

・69 条と同視すべき

事態（予算案や重

要案件の否決等） 

・内閣として責任あ

る政策形成を行い

得ない事態 

② 

・政権の政治的基本

性格が改変 

・内閣の性格が基本

的に変化（政界再

編等） 

  

③ 

 ・内閣が基本政策を

根本的に変更 

  

・選挙時に国民の承

認を得ていない重

要政策を新たに実

施 

・選挙の争点でなか

った新しい重大な

政治的課題に対処 

・選挙後に提起され

た重大な案件が争

点化 

・選挙後に生じた重

大な問題について

国民の意思を問う

必要 

④ ・選挙法の大改正 
   

⑤ 
・議員の任期満了時

期の接近 

・議員の任期満了時

期の接近 

  

 
 なお、「一般的に、解散権が政治的に濫用されないためには、濫用を許さない有

権者の成熟した反応が選挙結果によって示される以外に、最終的なきめ手はない」

とする見解もある92。 
 

 ⑵ 衆議院が解散される場合に就ては、憲法は、第 69 条に於て触れているに止る。

第 7 条は勿論、解散権の行使に如何なる制約も課していない。しかし、内閣の解散権の

行使には、この制度が予定する本質と、我国及び諸外国の解散制の歴史及び経験から帰

納される、憲法習律ともいうべき制約が課せられており、その具体的内容を明確にする

ことが可能であり、必要である。結論的にいって、内閣は、左の場合にのみ解散すべき

制約を受けると解する。 
  ⒜ 内閣と衆議院との意思が衝突した場合。 
  （イ）…… 
  （ロ）不信任を議決されなくても、内閣の政治的生命を賭した重要案件が衆議院で

否決された場合にも、右に準じて考えうる。これらの場合に、内閣が、自己の側に選挙

民の意思があることを客観的な証拠にもとづいて道徳的に確信しうる場合、総辞職する

 
90 深瀬忠一「衆議院の解散―比較憲法史的考察―」田中二郎編『日本国憲法体系第 4 巻 統治の機構

Ⅰ』（有斐閣、1962 年）204-206 頁 
91 憲法習律の成立要件として、①先例の存在、②当事者の規範意識、③合理的な基礎の存在の 3 つが

挙げられることがある。しかし、統治の組織に関する習律について、同じ程度に合理的と考えられる

複数の選択肢がある場合において、既に特定の選択肢が先例として確立しているときには、制度運用

の当事者としては当該選択肢を選ぶことに合理的理由があるため、③合理的基礎の要件は決め手を欠

くことになる。したがって、①実際にそのような先例が存在するか（先例の存在）、②当事者はその

ルールに拘束されると意識しているか（当事者の規範意識）という 2 つの要件がより重みをもつこと

になるとされる。（長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）409 頁） 
92 樋口陽一『憲法 第 5 版』（勁草書房、2025 年）393 頁 
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ことなく、衆議院を解散しうる。 
  ⒝ 政権担当者の政治的基本性格が改変された場合。 国民が、如何なる政府、特

に首相に統治されるかを選択しうることは、民主制の重要なメルクマールだといわねば

ならない。解散制の歴史に、民主的性格を導入した最初の例（イギリス 1784 年解散、

首相はピット）は、国民が、新首相を維持するか否かの審判者として呼出されたもので

あったことは意義深い。新政権担当者は、衆議院の不信任の議決の有無にかかわらず、

彼の一般的政綱を示し、国民にその諾否を問わねばならない（1954 年の鳩山内閣によ

る解散はこの意味で正当である）。 
  ⒞ 前総選挙時に、国民の承認をえていない重大な立法・条約締結その他重要政策

を新たに行なう場合。 国民が単に統治者を選択するのみならず、重要政策を選択する

権利と能力を承認され、解散制が、一種のレフレンダムを機能せしめる場合、それは、

解散制の民主的進化の到達段階を示す。現代イギリスに於て、憲法習律上確立した「委

任」の原理に基づき、この意味での解散が、最早や政府の権利ではなく義務であるとさ

れる憲法意識を確立していることは、深く学ばれる必要がある（我国の 1960 年 5 月 19
日事件後の様な状況では、岸内閣は、当然直ちに解散を断行すべきだった）。 
  ⒟ 選挙法大改正。 ⒞の原理に基づき、事前に国民の承認をえていなければなら

ない性質のものであるが、改正後は、解散して、国民の意思を新たな方式にしたがって、

表明せしめねばならない。 
  ⒠ 任期満了時期の接近。 「何時死ぬかわからぬ者が立派に死ぬ」といわれるの

は、任期満了の接近によって、議員或は派閥の次期選挙目あての策動の弊害が顕著とな

るからである。また、任期一杯近くなれば、前総選挙当時とは、国民の意思が変化して

きた度合が強い。したがって、任期満了の接近は、通常、正当な解散理由とされるが、

また、この理由を口実として、政府或は首相の党派的利益の為に解散権が濫用される危

険性が大きい（1952 年第二次吉田内閣による解散は、この色彩が強かった）。したがっ

て、それが、真に国民の意思の変化に対応してなされたものであるかについて、世論の

最も厳しい監視を要する。 
 ⑶ 我国の憲法の解釈上、以上の解散原因以外に、漠然と安易に、解散理由を承認す

べきではない。そもそも、憲法の明文上、内閣が解散権を行使しうる場合に就て、制約

が課せられていないことが、憲法習律という法的規範上の制約がないことではないこと

を繰返していっておく。否、明文上無制約であればこそ、習律上の制約を明確化し、厳

正に実施せしめる必要が倍加しているといえる。解散は、右に制限的に列挙された場合

に限り許され、解散理由を明示し、議院における論議を尽し、それを国民に公表周知せ

しめたうえで、行なうべきである。 
深瀬忠一「衆議院の解散―比較憲法史的考察―」 

田中二郎編『日本国憲法体系 第 4 巻 統治の機構Ⅰ』（有斐閣、1962 年）204-206 頁 

 
 ……もっとも、7 条により内閣に自由な解散権が認められるとしても、解散は国民に

対して内閣が信を問う制度であるから、それにふさわしい理由が存在しなければならな

い＊。…… 
＊解散権の限界 解散は、憲法 69 条の場合を除けば、①衆議院で内閣の重要案件（法律案、

予算等）が否決され、または審議未了になった場合、②政界再編成等により内閣の性格が

基本的に変わった場合、③総選挙の争点でなかった新しい重大な政治的課題（立法、条約

締結等）に対処する場合、④内閣が基本政策を根本的に変更する場合、⑤議員の任期満了

時期が接近している場合、などに限られると解すべきであり、内閣の一方的な都合や党利

党略で行われる解散は、不当である。 
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芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法 第 8 版』（岩波書店、2023 年）359・360 頁 

 

 ……“69 条解散”でいう不信任案可決とか信任案否決といった典型的な形でなくと

も、予算案や内閣の公約である重要案件が否決されたり、審議未了になったりしたとき

とか、審議が長期間ストップして国会の機能がマヒしたときとか、“69 条”と同一視す

べき事態もある。…… 
 ……“7 条解散”は憲法上容認されるべきであるが、ただその発動は内閣の恣意によ

るものではなく、あくまで国会が混乱し、国政に重大な支障を与えるような場合に、立

法府と行政府の関係を正常化するためのものでなければならない。つまり“7 条解散”

の底には、“69 条解散”と同様な精神が流れていなければならないのである。“7 条解散”

の濫用は許されるべきではない。 
 もう一つ、衆議院を解散して民意を問うべき二つのケースとして……その直前の総選

挙で各党が明らかにした公約や諸政策にかかわらず、選挙後にそれと全く質の異なる、

しかも重大な案件が提起されて、それが争点となるような場合には、改めて国民の判断

を求めるのが当然だということである。…… 
 これは第一のケースとは全く異なる解散理由だが、主権在民、議会制民主主義の観点

からみて当然な一つの筋道であり、こうした手順がなければ、正常な国会運営も期しが

たいことになると言えよう。 
保利茂「解散権について」（1978 年 7 月 11 日付） 

佐藤功「解散権乱用の戒め―保利茂氏の遺稿」法学セミナー292 号（1979 年）31・32 頁 

 

 内閣による衆議院の解散には限界はないか。この点、先に国会の最高機関性に関連し

て述べたところから導かれる筋論として、①選挙の際に直接の争点とはならなかった重

大な問題が生じ、任期満了をまたずにそのことに関する国民の意思を問う必要がある場

合、②国会の統一的な意思形成力に問題が生じ、内閣として責任ある政策形成を行いえ

ないような事態が生じた場合には、解散によって国民の意思を問うべき正当な理由があ

る、と解される。もっとも、こうした解散に訴えるべき正当な理由があるか否かは結局

は内閣の判断に委ねられることになる……。 
佐藤幸治『日本国憲法論[第 2 版]』（成文堂、2020 年）522 頁 
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【参考】両院法規委員会の勧告 

 両院法規委員会は、国政に関し問題となるべき事案を指摘し、両議院に勧告するこ

となどを任務として、国会法の規定により設けられていたものである93。 
 両院法規委員会では、衆議院の解散について、第 12 回国会（会期：1951 年（昭和

26 年）10 月 10 日～同年 11 月 30 日）において議員 1 人（尾崎行雄衆議院議員）、参

考人 4 人（關口泰参考人、金森徳次郎参考人、尾高朝雄参考人、佐藤功参考人）から

意見を聴取し、第 13 回国会（会期：1951 年 12 月 10 日～1952 年（昭和 27 年）7 月

31 日）においても慎重な調査が行われた。その結果、両議院の議長に対して「衆議院

の解散制度に関する勧告」を行うことを、1952 年 6 月 17 日に全会一致で決した。94 
 当該勧告の結論部分は、①憲法上 69 条の場合に限定されない、いわゆる「7 条解

散」が認められること、しかし、②解散制度に関する国政運営上の慣例を樹立すべき

こと、③解散の要件と事由は国政運営上の基本事項として憲法改正の対象となり得る

ことを述べたものとして注目される95。 
 なお、こうした解散をめぐる憲法解釈についての議論の背景には、当時の政治情勢

があった。すなわち、サンフランシスコ平和条約の調印（1951 年 9 月 8 日）や発効

による主権回復（1952 年 4 月 28 日）の前後に今後の日本の方針について国民の審判

を受けるべく解散総選挙を行うべきとの主張が野党などからなされていたが、吉田茂

首相は「任期満了まで解散する意思はない」と明言していた。また、前回の解散（第

1 回解散。1948 年（昭和 23 年）12 月 23 日）は、少数与党の状況下で、GHQ の示

唆に従い、野党提出の内閣不信任決議案の可決を待ち、憲法 69 条及び 7 条を根拠と

して行われたが（前掲「第２ ３ 衆議院解散の実例」）、当時の第 3 次吉田内閣の与

党自由党は衆議院において過半数の議席を確保しており、69 条所定の場合による解

散が想定されなかった。こうした状況から、早期の解散総選挙を行うには、7 条のみ

によって解散が可能であるという憲法解釈が必要であったのである。96 
 

 
93 国会法（昭和 23 年の国会法一次改正後）において、両院法規委員会は以下のように規定されてい

た。なお、両院法規委員会は、昭和 30 年の国会法改正により、廃止された。 
   第十一章 両院法規委員会 
第九十九條 両院法規委員会は、左の各号の事項を処理する。 
 一 國政に関し問題となるべき事案を指摘して、両議院に勧告する。 
 二 新立法の提案又は現行の法律及び政令に関して、両議院に勧告する。 
 三 國会関係法規を調査研究して、その改正につき両議院に勧告する。 
② 両院法規委員会は、毎会期終了前に、前項に掲げた事項についての報告書を、両議院の議長に

提出しなければならない。 
第百條 両院法規委員会は、衆議院から選挙された十人の委員及び参議院から選挙された八人の

委員でこれを組織し、その会長には、各議院の委員において夫々互選された委員長が、毎会更代

してこれに当る。その初会の会長は、くじでこれを定める。 
② 委員の任期は、議員としての任期による。 
第百一條 両院法規委員会は、両議院において特に議決のない限り閉会中は、これを開くことがで

きない。 
第百二條 両院法規委員会に関するその他の規定は、両議院の議決によりこれを定める。 

94 衆議院・参議院編『議会制度百年史 国会史 上巻』（1990 年）442 頁 
95 大石眞「衆議院解散権の根拠と習律上の制約」『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）267 頁 
96 佐藤功「解散をめぐる憲法論争」『憲法解釈の諸問題』（有斐閣、1953 年）143-147 頁 
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第 13 回国会 昭和 27 年 6 月 17 日 両院法規委員会「衆議院の解散制度に関する勧告」 

  要 旨 
 衆議院の解散については、その決定権の所在及び事由の範囲に関し、種々の論議が行わ

れているが、憲法の解釈としては同法第六十九條の場合以外にも、民主政治の運営上、あ

らたに国民の総意を問う必要ありと客観的に判断され得る充分な理由がある場合には、解

散が行われ得るものと解することが妥当である。しかし、解散は、いやしくも、内閣の專

恣的判断によつてなされることのないようにせねばならない。たとえば衆議院が、解散に

関する決議を成立せしめた場合には、内閣はこれを尊重し、憲法第七條により解散の助言

と承認を行うというごとき慣例を樹立することが望ましく、また将来適当の機会があれ

ば、解散制度に関するこれら基本的の事項につき明文を置き、民主的な解散の制度を確立

するとともに憲法上の疑義を一掃すべきである。 
 両議院は、右に関し充分の考慮を拂われたい。 

 

 上記勧告後には、野党各会派によって「衆議院解散に関する決議案」が提出された

（1952 年 6 月 30 日）が、会期末（同年 7 月 31 日）に否決されている。 
 その後、第 3 次吉田内閣は、第 14 回国会（常会）召集（同年 8 月 26 日）直後の

同月 28 日に衆議院を解散した。これは、日本国憲法下における 2 回目の解散であり、

初めて憲法 7 条のみを根拠として行われた。また、解散が突然行われたため「抜き打

ち解散」と言われる97。 
 

【参考】保利茂元衆議院議長の見解 

 保利茂元衆議院議長（在任期間：1976 年（昭和 51 年）12 月 24 日～1979 年（昭

和 54 年）2 月 1 日）は、議長在任中の 1978 年（昭和 53 年）7 月、衆議院解散の在

り方についての見解をまとめ、同月 11 日付で「解散権について」という文書98を遺

していた。当該文書は、公表されないままとなっていたが、保利元議長の死去後の

1979 年 3 月 21 日に、当該文書が遺されていたことが各新聞によって報道され文書

も掲載された。 

 当該文書では、衆議院解散を行うべき場合として、主に以下の二つの場合を挙げて

いる。 

 まず、①予算案や内閣の公約である重要案件が否決されたときなどの 69 条と同一

視すべき場合である。これは、「“7 条解散”は憲法上容認されるべきであるが、ただ

その発動は内閣の恣意によるものではなく、あくまで国会が混乱し、国政に重大な支

障を与えるような場合に、立法府と行政府の関係を正常化するためのものでなければ

ならない。……“7 条解散”の濫用は許されるべきではない。……衆議院を解散する

に当っては、三権分立、議院内閣制のもとにおいてそうせざるを得ないような十分客

観的な理由が必要なはずである」という考え方によるものである。 

 次に、②選挙後に提起された重大な案件が争点となる場合である。これは、①の場

合とは「全く異なる解散理由だが、主権在民、議会制民主主義の観点からみて当然な

 
97 衆議院・参議院編『議会制度百年史 国会史 上巻』（1990 年）444 頁 
98 佐藤功「解散権乱用の戒め―保利茂氏の遺稿」法学セミナー292 号（1979 年）30-32 頁に、「解散

権について」の全文が掲載されている。 
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一つの筋道であり、こうした手順がなければ、正常な国会運営も期しがたいことにな

る」としている。 

 

① 明治憲法のもとでも、現行憲法のもとでも、わが国の統治制度は立法、司法、行政の

三権分立を原則としてきた。 

 しかし天皇主権の明治憲法下では、三権分立といっても行政府が優位に立っており、帝

国議会は一種の協賛機関に過ぎなかった。従って立法府の状況いかんにかかわらず、行政

府―内閣の都合や判断によって帝国議会の解散が行なわれることも当然のように解され

ていた。 

 ところが天皇主権から国民主権に変った現行憲法では、この間の事情に根本的な変化が

あった。現行憲法下では立法、司法、行政の三権はいずれが優位ということはなく、平等

の原則のもとに抑制と均衡（チェック・アンド・バランス）によってそれぞれの機能を果

している。 

 とくに国会は、単なる協賛機関ではなく、憲法上国権の最高機関であり、国の唯一の立

法機関と明記されている。内閣との関係においても、国会が内閣総理大臣の指名を行うと

ともに、内閣は行政権の行使について連帯して国会に責任を負うと規定されており、明治

憲法時代と異って議院内閣制の建て前が貫かれている。 

 これは現在の衆、参両院が、主権者である全国民を代表する選挙された議員で組織され

ていることに基づくもので、国会議員はその任期中、国民の厳粛な信託にこたえて立法そ

の他の機能を誠実に果す責任と義務を負っている。従って内閣に衆議院の解散権があると

いっても、明治憲法下の如く、内閣の都合や判断で一方的に衆議院を解散できると考える

のは現行憲法の精神を理解していないもので、適当でない。 

② 現行憲法下で内閣が衆議院を解散できるのは、憲法第 69 条及び第 7 条の規定による

ものである。 

 主権者である国民の直接選挙で選ばれ、同じ憲法上 4 年間の任期が定められている衆議

院議員は、解散によってその任期途中に国民の信託を打ち切られ、改めて信を問わねばな

らないことになる。解散―総選挙はその意味で議会制民主主義国家にとって極めて重大な

事であるが、それだけに解散は、第一に議院内閣制のもとで立法府と行政府が対立して国

政がマヒするようなときに、行政の機能を回復させるための一種の非常手段と考えるべき

である。 

 例えば衆議院が与野党対立で混乱し、国会審議が渋滞する、そのため国政に重大な支障

が生ずるような場合、内閣として何ともできない状態が続くのでは行政権の行使に困るの

で、衆議院を解散して民意を問い直すということになるわけで、他方内閣総辞職という手

段もあることは言うまでもない。 

 憲法第 69 条は、そうした場合の典型的なケースとして衆議院で内閣不信任案が可決さ

れたとき、あるいは信任案が否決されたとき、内閣は 10 日以内に総辞職するか、あるい

は衆議院を解散できるとしているのである。これは、三権分立のもとで議院内閣制をとり、

立法府と行政府に抑制と均衡の機能を持たせている以上、当然のことであるが、このほか、

憲法第 7 条に基づき内閣の助言と承認による天皇の国事行為としての解散もありうる。 
 それがいわゆる“7 条解散”である。ただ、世間では、一部少数意見と思われるものの、

解散は、“69 条解散”に限定されるべきで、内閣の権限による“7 条解散”は認められるべ

きでないとの説がある。故水田三喜男氏が 45 年 2 月の代表質問で述べた見解もそれだが、

確かに現行憲法下で内閣が勝手に助言と承認をすることによって“7 条解散”を行うこと

には問題がある。それは憲法の精神を歪曲するものだからである。 
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 しかし“69 条解散”でいう不信任案可決とか信任案否決といった典型的な形でなくと

も、予算案や内閣の公約である重要案件が否決されたり、審議未了になったりしたときと

か、審議が長期間ストップして国会の機能がマヒしたときとか、“69 条”と同一視すべき

事態もある。しかも異常な事態でありながら、党利党略等で内閣不信任案も提出されない

まま国政が渋滞を続けるといった例もなかったわけではなく、そこに内閣による“7 条解

散”の意義があると認められる。 
 従って“7 条解散”は憲法上容認されるべきであるが、ただその発動は内閣の恣意によ

るものではなく、あくまで国会が混乱し、国政に重大な支障を与えるような場合に、立法

府と行政府の関係を正常化するためのものでなければならない。つまり“7 条解散”の底

には、“69 条解散”と同様な精神が流れていなければならないのである。“7 条解散”の濫

用は許されるべきではない。 
③ もう一つ、衆議院を解散して民意を問うべき二つのケースとして、かつてＮＨＫの討

論会で各党幹事長、書記長の意見が一致したものがある。 

 それは、その直前の総選挙で各党が明らかにした公約や諸政策にかかわらず、選挙後に

それと全く質の異なる、しかも重大な案件が提起されて、それが争点となるような場合に

は、改めて国民の判断を求めるのが当然だということである。 

 この点は故江田三郎氏などが強く主張したところと記憶しているが、議会制民主主義の

もとで立法その他の国政審議に当って、主権者である国民の意思を反映させることは不可

欠の重要事である。そのため選挙後に新たな争点が生じ、それについて改めて民意を問う

必要が起きたときは、解散―総選挙の手順を踏むということで暗黙の合意が成立したわけ

である。 

 これは第一のケースとは全く異なる解散理由だが、主権在民、議会制民主主義の観点か

らみて当然な一つの筋道であり、こうした手順がなければ、正常な国会運営も期しがたい

ことになると言えよう。 

④ ひるがえって今日の国会の状況をみると、両院は正常に活動し、その機能は十分に果

されている。話し合いの場である議会としては、混乱による渋滞がなく、審議時間が十分

に確保されることが望ましいが、先の第 84 通常国会（52 年 12 月 19 日―53 年 6 月 16
日）では、衆議院において本会議 43 時間余、委員会 1986 時間余、合計 2030 時間もの正

常な審議を行った。国会運営のあり方として、格別に非難されることもなく、まずまずの

成果をあげたと言えよう。 

 またその結果、政府サイドからみても、政府提出法案 82 件中 74 件、90.2％が成立する

という 13 年ぶりの好成績となった。さらに衆議院では、8 年ぶりに廃案零である。立法府

と行政府の関係がこれほど円滑だったことは、かつてないと思われるほどである。 
 加うるに、民意を問うべき新たな争点も目下のところ見当らない。 
 こういう状況のもとで巷間衆議院の解散問題が論ぜられるのは全く理解に苦しむ。主権

者である国民の直接選挙で選ばれ、国民の厳粛な信託のもとに、国政審議を行う責任と義

務を負っている衆議院に対して、特別の理由もないのに、行政府が一方的に解散しようと

いうことであれば、それは憲法上の権利の濫用ということになる。衆議院を解散するに当

っては、三権分立、議院内閣制のもとにおいてそうせざるを得ないような十分客観的な理

由が必要なはずである。 
 以上のように考えることが正しいとすれば、当節の解散説は国政の根本を誤るものであ

ると断ぜざるをえない。 

保利茂「解散権について」（1978 年 7 月 11 日付） 

佐藤功「解散権乱用の戒め―保利茂氏の遺稿」法学セミナー292 号（1979 年）30-32 頁 
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３ 解散権の制限に関する議論 

 前掲「第２ ３ 衆議院解散の実例」で記載したとおり、内閣は、衆議院の解散を、

1948 年（昭和 23 年）の第 1 回解散を除いて、憲法 7 条のみを根拠として行っている。

衆議院の解散は、日本国憲法下において 26 回なされているが、内閣不信任決議案の可

決に対抗してなされたもの（対抗的解散）は 4 回にとどまり、それ以外の解散は内閣が

判断した結果としてのもの（裁量的解散）である99。学説においても、今日、7 条によ

る解散を違憲だと論じるものはないとされ100、解散が行われる場合を憲法 69 条所定以

外の場合にも認める考え方が通説である101。 
 また、憲法 7 条のみに基づく衆議院の解散の無効確認が争われた苫米地事件におい

て、最高裁は、解散は「極めて政治性の高い国家統治の基本に関する行為」であり、そ

の審査は司法裁判所の権限の外にあるとした102。このような背景から、衆議院解散は

「首相の専権事項」や「伝家の宝刀」とも呼ばれる103。 
 こうした内閣の裁量的解散の限界・制約に関しては、前掲「２（２）イ 制限説（憲

法習律上の制約などがあるとする見解）」で紹介したとおり、憲法学上、議論がなされ

てきたところである104が、そのような制約はあくまでも学説上「憲法解釈」として主張

されているだけであって、実務上はそのような「憲法解釈」で主張されている要件に該

当しない衆議院解散が常態化していることから、学説の「憲法解釈」は機能していない

105との指摘がある。 
 一方で、諸外国には、憲法又は法律によって解散権の制限を行っている国や、議院内

閣制を採用しながらも解散制度のない国がある106。 
 こうした状況の下、我が国においても、解散権の制限を行うべきか否か（後掲「（１）

解散権の制限の是非」）、解散権の制限を行うとした場合、その法制上の形式としては憲

法改正と法律改正のどちらとなるか（後掲「（２）解散権の制限の法形式（憲法改正か

法律改正か）」）、また、解散権を制限するとして実体的・手続的にどのような制限を行

うことができるか、また、当該制限に関してはどのような論点があるか（後掲「（３）

解散権に対する実体的・手続的な制限の在り方」）、について議論がなされている。 

 
99 大石眞『憲法概論Ⅰ 総説・統治機構』（有斐閣、2021 年）181 頁、高田篤「首相の解散権」法学教

室 451 号（2018 年）52 頁 
100 上田健介「衆議院解散権の根拠と限界」『憲法の争点（Jurist 増刊）』（2008 年）243 頁 
101 樋口陽一『憲法 第 5 版』（勁草書房、2025 年）391 頁 
102 最大判昭和 35・6・8 民集 14 巻 7 号 1206 頁 
103 なお、政府見解・学説は、解散権は「内閣」に帰属するとしており、「首相」の専権という主張は

誤りである。国務大臣の中に解散に反対する者がいれば、当該国務大臣を罷免して閣議決定を行う必

要がある。（長谷部恭男「内閣による自由な解散権？」『憲法学の虫眼鏡』（羽鳥書店、2019 年）61 頁） 
104 現実の裁量的解散は、内閣が与党にとって有利な時期に総選挙を行う手段として行使されており、

そのような実務慣行が日本国憲法の想定する解散権の行使として許されることなのか、という問題意

識が、この論点の背後に存在しているとの指摘がある（渡辺康行ほか『憲法Ⅱ 総論・統治』（日本評

論社、2020 年）229 頁〔松本和彦執筆部分〕）。 
105 奥村公輔「内閣の衆議院解散権の根拠と制約」（法学館憲法研究所 https://www.jicl.jp/articles/opi
nion_20230725.html、2023 年）。曽我部真裕「イギリス首相になくなった？『解散権』を憲法の視点

で考える」（Yahoo!ニュース https://news.yahoo.co.jp/articles/70719198a1c8737dc3ae0d5723ea23e
2aea8513d、2017 年 5 月 4 日）も同趣旨。 

106 後掲「第４ 諸外国の解散制度」を参照。 
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（１）解散権の制限の是非 

ア 解散権の制限に肯定的な見解 
 日本国憲法は議院内閣制を採用しているが、議院内閣制の下では必ず、行政権に自由

な議会解散権があるわけではない。ドイツ基本法に典型的に見られるように、20 世紀後

半に進展した「議院内閣制の合理化」の一環として、憲法典によって解散権の行使を厳

しく制約する国も多い。…… 
 また、議院内閣制の母国であり、その典型例とされるイギリスでは、2011 年 9 月 15
日成立した立法期固定法（The Fixed-term Parliaments Act 2011）により、……総選挙

は、直近の総選挙から 5 年目の 5 月の最初の木曜日に施行することとした（同法 1 条）。

ただし、庶民院が総議員の 3 分の 2 以上の多数で総選挙が行なわれるべきことを議決し

たとき、および、庶民院が政府不信任案を可決し、その後 14 日以内に新たな政府に対

する信任案が可決されなかったときも総選挙が施行される（2 条）。 
 もともと議会の解散が稀なフランスでは、政府与党が自らにとって最も有利な時期に

総選挙を施行する、党利に基づく解散権の行使は、「イギリス流の解散（dissolution 
anglaise）」と否定的に語られる。…… 
 さらに、ノルウェーのように、議院内閣制の国であると目されながら、そもそも議会

の解散制度が存在しない国さえある。 
 議院内閣制である以上は、内閣あるいは首相が自由に

、、、
議会を解散できるという主張

は、ますます説得力を失いつつある。そうした主張が堂々と臆面もなくなされ、疑われ

ることもない日本は、主要先進国の中ではむしろ例外的な存在である。 
長谷部恭男「内閣による自由な解散権？」『憲法学の虫眼鏡』 

（羽鳥書店、2019 年）57・58 頁 

 

 内閣の解散権があまりに自由に行使されていることに鑑みれば、内閣の解散権を明文

で制約すること自体、すなわち、一定の要件を満たした場合にのみ解散できるように実

定法で規定すること自体について反対する者はいないであろう。 

奥村公輔「統治機構改革」阪口正二郎ほか編『憲法改正をよく考える』 

（日本評論社、2018 年）165 頁 

 

第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……近年、学界では、解散権をめぐる議論が再び活性化してきてお

り、解散権の行使に何らかの制限をかける解釈ないし憲法改正を行うべきとの議論も

ふえてきているところでございます。 
  議論が活性化するきっかけとなったのは、2005 年のいわゆる郵政解散でありまし

た。衆議院で可決した郵政民営化関連法案が参議院で否決されたことを理由に、小泉

内閣が衆議院を解散いたしました。重要法案を可決した側、すなわち内閣の意向に沿

った側である衆議院が解散されるという事態には違和感を禁じ得ないものがありま

した。その合憲性や立憲制について、学界でもそれを受け、議論が重ねられてきたと

ころでございます。 
  また、2014 年の解散についても、かなりの任期を残した時点での解散であり、ま

た、首相が示した解散の理由が、増税先送りの是非を問うからいわゆる経済政策を問

うというふうに変遷するなど、その説明が明確でなかったために、恣意的な解散権の

行使ではないかという議論が提起されたところでございました。 
  さらに、日本の実務から離れ、世界の議会の解散権制限の動きなどの検討からも、

内閣の自由な解散権については理論的な批判が出てきているところでございます。つ
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まり、ドイツではボン基本法の制定された 1949 年当初から、またイギリスでは 2011
年より、内閣の解散権を明文で、憲法または法律で制限している107ところでございま

す。 
  その理由は、内閣に自由な解散権を与えた場合、例えば政権に不利な統計が発表さ

れる前の段階や野党の選挙の準備ができていない段階など、与党に有利なタイミング

を選んでの党利党略での解散が横行する可能性があり、何らかの歯どめが必要だと考

えられたものと、それが主な要因であるというふうに考えることができます。 

 
イ 解散権の制限に否定的な見解 

 ……解散権の否定された議院内閣制のほうがより民主的だということではない。民主

政治が議会を中心に考えられた時代には、議会優位の構造は民主主義の表現であった。

しかし、民主政治を国民を中心に構想する現代民主政治においては、むしろ、均衡型の

議院内閣制（とくに、不信任、解散に条件のついていない均衡型）のほうが、民主的に

機能する可能性をより多く秘めている。それは、解散制度が、議会と内閣が意見対立し

たときは、国民が決着をつけることを保障する、ということからだけではない。それよ

りも、無条件の不信任制度と無条件の解散制度の存在が、議会と内閣に対し、たえず国

民の意思へ近づこうとする動因を与えるからである。なぜなら、議会も内閣も、自己を

破壊する力をもつ相手の「武器」（不信任権、解散権）の行使を抑止する最善の方法は、

自分のほうが相手より少しでも国民の近くに位置することだからである。解散制度がな

ければ、議会は、自己の気に入らない内閣は、たとえ国民の支持を受けていようと、任

期満了の総選挙がかなり先のことである限り、安心して不信任するであろう。 
 このように、均衡型の議院内閣制には、国民の意思に近づこうとさせる動因が組み込

まれているが、しかし、それが理念どおりに機能するかどうかは、他の条件に依存する。

とくに、政権党（与党）にとって代わりうる潜在力をもつ野党の存在は、最も重要な条

件である。政権交代の現実的可能性が存在するところでは、均衡型議院内閣制は、国民

の側からみれば、国民が首相を選出し、国民が内閣を不信任する権利を有するかのよう

に機能する。これを「国民内閣制」と呼ぶことができるが、その典型例をイギリスにみ

ることができよう。 
 日本国憲法の採用した制度は、均衡型議院内閣制である。……解散権については、無

条件ではなく、不信任のあった場合しか行使しえないという説もあるが、通説はいつで

も自由に行使しうる無条件の解散制度と解している。ゆえに、制度上は、民主的に機能

しうる構造を有しているのである。この議院内閣制を国民内閣制として機能させること

こそ、日本の民主政治の課題でなければならない。 
野中俊彦ほか『憲法Ⅱ（第 5 版）』（有斐閣、2012 年）173・174 頁 

〔高橋和之執筆部分〕 

 

 ……内閣による自由な解散を認めると、内閣が自己に有利な時点を選んで解散を行う

ということになりがちであるし、選挙前に世論を自己の有利になるよう誘導する（世論

操作）ということも行われたりする。この弊害を重く見たイギリスでは、2011 年に議員

の任期を固定する法律を制定し、解散は議会による議決によることとし、首相が自由に

庶民院（下院）の解散を女王に求めることを禁止した。これを参考に、首相権限が強く

なりすぎることを懸念する立場から、日本でも解散権を制限すべきだという声が高まっ

 
107 なお、解散権を制限するイギリスの法律（2011 年議会任期固定法）は 2022 年に廃止されている。

詳細は、後掲「第４ ２（２）2011 年議会任期固定法（2022 年廃止）」を参照。 
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てきている。議院内閣制の根本に関わる問題であり、十分な議論が必要であろう。イギ

リスの改正がどのような結果をもたらすのかの分析も重要な参考資料となる。 
高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 6 版〕』（有斐閣、2024 年）417 頁 

 
 ……国会が法律をもつて衆議院の解散権を制約することができるか・という問題を仮

に提起して見よう。この場合はまさしく牽制均衡の原則に対する実質的の干渉になるこ

とは明らかであろう。したがつてその適憲性についての疑は極めて濃厚であると思われ

る…… 
佐藤達夫「国会法覚書」自治研究 30 巻 2 号（1954 年）7 頁 

 
（２）解散権の制限の法形式（憲法改正か法律改正か） 

ア 憲法改正による対応 
 まず、解散権行使の条件の明文化についてである。 
 最も徹底した方法は、解散権の行使を憲法 69 条に規定する内閣不信任決議案の可決

（あるい信任決議案の否決）の場合に限定することだろう。…… 
 しかし、これまでの憲法学の議論をみても、解散権の行使を内閣不信任の場合に限定

すべきだとする論者は少数派にとどまる。重大な政策課題が浮上した際に国民の信を問

うことは不自然ではないし、不信任決議の可決には至らなくとも、内閣と衆議院の対立

によって国政が混乱する事態はありうるので、行き詰まりを打開する手段としての解散

権行使も認めるべきだと考えるからだろう。…… 
 また、かりに解散権行使を内閣不信任の場合に限定しても、首相の意向を受けた与党

が形式的に不信任決議を可決（または信任決議を否決）して解散に持ち込む行為を阻止

することはできない。…… 
 そこで、より現実的な改正案は、これまでの議論を踏まえて、首相・内閣の解散権を

憲法に明記したうえで、解散権を行使しうる場合を限定列挙することになろうか。もち

ろんどのように規定しても恣意的な解釈の余地は残る。たとえば、「前回の総選挙時に

想定されていなかった重大な政策変更の必要性」などと規定しても、具体的に何がそれ

にあたるのかを判断するのは首相の側であり、恣意的な解散権の行使を完全に封じるこ

とは不可能である。 
 それでも、解散権の行使の条件を明確化することの意義は大きいと考えられる。……

憲法に解散権行使の条件を明記することによって、何が恣意的な解散なのかを判断する

基準が生まれ、メディアと国民の意識を変える契機となることが期待できよう。 
大山礼子「審議回避の手段となった衆議院解散権」憲法研究第 2 号（2018 年） 

141・142 頁 

 
第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……解散権に合理的な制限をかける第二のアプローチとしては、現

行憲法を改正し、解散権の行使条件を明文化することが考えられます。 
  そのための手法としてわかりやすいのは、先ほど触れましたとおり、ドイツのボン

基本法やイギリスの議会任期固定法のように、解散権の行使を限定する文言を設ける

ことであります。 
  ドイツのボン基本法におきましては、首相が提出いたします首相の信任決議、これ

が否決された場合にのみ解散権が行使できるとされておりますし、イギリスの議会任

期固定法においては、基本的には不信任が可決された場合にのみ解散ができるという
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ことが決められているわけであります。 
 

イ 法律改正による対応 
【法律改正で可能とする見解】 

第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……こうした法律をつくる場合〔事務局注：現行憲法を前提とした

上で、解散権の行使について法律で手続的な限定をかける場合〕、解散権の行使を法

律で制限することは合憲かということが問われることになりますが、この点、もとも

と憲法 7 条は内閣に完全に自由な解散権を認めているわけではなく、合理的な制約を

法律で設けることは許されるという憲法解釈に立つのであれば、こうした法律に違憲

の疑いは全く生じません。 
  また、仮に憲法が内閣に自由な解散権を与えているという解釈をとったとしても、

今述べた法律は、内閣の解散権それ自体を制限するものではなく、慎重な手続を要求

するだけのもので、憲法違反とは評価されないものと思われます。 
  実際、憲法が国家機関に与えた権限を法律で手続的に制限をする、あるいは慎重な

手続を設けるというのはさまざまな例があるところでございまして、国会が立法を行

う場合に国会法上の手続を踏む、これは当然のことでありますし、最高裁が判決を書

く、司法権を行使する場合、あるいは違憲立法審査権を行使する場合に裁判所法や各

種訴訟法の手続を踏むということも、これもまた当然のことであります。内閣の解散

権についてもこれと同様な考えに立ち、その手続に慎重な歯どめ、手続を設けること

は、憲法の理念を実現するためにも全く問題がないのではないかというふうに考えら

れます。 
 

 恣意的に見える解散が行われてきた要因の一つに、首相が、解散理由について、国民

の代表からの質疑を受け、十分に説明する機会がないことが挙げられる。解散権行使に

より、国会は即時に閉会となるから、国会議員が解散理由を問う時間がないのだ。 
 この点、私は、17 年 3 月 23 日の衆議院憲法審査会で、解散手続きを定める法律の制

定を提案したことがある。具体的には、内閣が解散の方針を決定したときに、解散理由

を衆議院で説明し、衆院議員に解散理由を質問する機会を与える法律だ。この法律は、

解散の手続きを定めるだけで、解散権自体を制限するものではない。7 条解散説を前提

にしても、違憲の評価は受けないだろう。 
木村草太「衆院の解散権」『木村草太の憲法の新手 3』（沖縄タイムス社、2022 年） 

26 頁 

 

【法律改正によるべきとの見解】 

 内閣による解散権の行使を限定する、とくに政府・与党にとって有利な時機に総選挙

を施行するという党派的利益に即した解散を禁止するには、どうすればよいか。上策は

憲法を改正してその旨の条文を加えることであるが、現憲法の要請する硬い手続を経て

そうした改正が成立するまでは、かなりの時間と労力を要することが予想される。下策

は、解散権の行使を制約する憲法慣行の成立を期待することであるが、これでは百年河

清を待つことになりかねない。中策は、内閣による解散権の行使を制約する法律を国会

が制定することである。憲法上、政府や首相に与えられた権限を法律で制約している例

は、内閣法等にしばしば見られる。 
 下級審の裁判例ではあるが、1987 年 3 月 25 日の名古屋高裁判決（判時 1234 号 38
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頁）は、衆参同日選挙を禁止するか否かは立法政策の問題であるとし、同日選挙を禁止

すべく、解散権を制約する立法を行なうことも、立法府において自由になし得るとして

いる。イギリスと同様に、総選挙の期日を公職選挙法で固定することも可能だというこ

とである。 
長谷部恭男「内閣による自由な解散権？」『憲法学の虫眼鏡』 

（羽鳥書店、2019 年）61・62 頁 

 

 解散権制約規定は憲法改正によって実現すべきか？ 

 内閣の解散権があまりに自由に行使されていることに鑑みれば、内閣の解散権を明文

で制約すること自体、すなわち、一定の要件を満たした場合にのみ解散できるように実

定法で規定すること自体について反対する者はいないであろう。問題は、それを憲法改
、、、

正によって実現すべきか
、、、、、、、、、、、

、法律によっても実現できるか
、、、、、、、、、、、、、

、あるいは、法律によって実現
、、、、、、、、

すべきか
、、、、

である。 

 内閣の解散権制約における本質は、憲法 69 条の定める場合以外の解散が内閣によっ

て自由に行使されないように実定法において規律することである。解散権が議会による

内閣不信任に対する対抗措置として観念されてきたことに鑑みれば、69 条に基づく解

散権こそが憲法上の本来の解散権である。すなわち、衆議院による内閣不信任決議権と

それに対応する内閣の解散権とがそれぞれ憲法上拮抗する権限である。では、それ以外

のいかなる場合に内閣が解散権を行使できるかは、どのように実定法上規律すべきか。 

 衆知のとおり、憲法典は国民によって公権力に課せられるルールである。もし憲法典

が衆議院による内閣不信任決議以外の場合の解散権制約事項を定めることになれば、公

権力たる議会と内閣との関係について内閣の不利なように制約し、内閣の解散権を過度

に制約することにすらなり得る。もちろん行政が肥大化した現代においては、行政を抑

制することは重要なことであるが、憲法上独立した機関である議会と内閣の相互の拮抗

関係に関する権限に関して内閣のそれのみを憲法典で一方的に制約することは妥当と

はいえない。 

 これに対して、法律
、、

によって内閣の解散権を制約することは、議会が法律によって内

閣に解散権行使のルールを課すことになる。憲法上内閣には閣議運営自律権があると解

されているが、内閣がいかなる場合に衆議院を解散できるかを議会が法律によって規律

することは、内閣の閣議運営自律権の侵害にはならない。むしろ内閣が議会（正確には

衆議院）をいかなる場合に解散できるか議会自身が法律
、、

においてを〔事務局注：ママ〕

定めることこそが、権力分立の観点からも望ましい。また、法律改正は憲法改正に比べ

れば容易であるから、その法律上の解散権制約規定が時宜に適わなくなったとしても、

議会自身が法律
、、

を改正することにより、迅速にかつ時宜にあわせて内閣の解散権を再度

制約することができる。 

 この改革における本質は、憲法 69 条に基づかない内閣の解散権を実定法において制

約することである。法律により解散権を制約すれば、衆議院の内閣不信任への対抗措置

として憲法 69 条の定める憲法上の原則的な解散権
、、、、、、、、、、、

と、その例外として認められる法律
、、、、、、、、、、、、、、

上の解散権
、、、、、

が併存することになる。原則として憲法上の解散権を行使し、例外的に法律

上の解散権を行使するという制度は、議会の信任の下に内閣が存在する議院内閣制に適

合的ではないか。 

奥村公輔「統治機構改革」阪口正二郎ほか編『憲法改正をよく考える』 

（日本評論社、2018 年）165・166 頁 
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（３）解散権に対する実体的・手続的な制限の在り方 

 解散権の制限に関する方向性としては、主として、実体的な制限（解散権行使事由

の限定）と、手続的な制限（解散手続の法定化）が考えられる。 
 
ア 解散権に対する実体的な制限（解散権行使事由の限定） 

   〔解散が行われる場合の明文化〕 

【肯定的な見解】 
 まず、解散権行使の条件の明文化についてである。 
 最も徹底した方法は、解散権の行使を憲法 69 条に規定する内閣不信任決議案の可決

（あるい信任決議案の否決）の場合に限定することだろう。…… 
 しかし、これまでの憲法学の議論をみても、解散権の行使を内閣不信任の場合に限定

すべきだとする論者は少数派にとどまる。重大な政策課題が浮上した際に国民の信を問

うことは不自然ではないし、不信任決議の可決には至らなくとも、内閣と衆議院の対立

によって国政が混乱する事態はありうるので、行き詰まりを打開する手段としての解散

権行使も認めるべきだと考えるからだろう。…… 
 また、かりに解散権行使を内閣不信任の場合に限定しても、首相の意向を受けた与党

が形式的に不信任決議を可決（または信任決議を否決）して解散に持ち込む行為を阻止

することはできない。…… 
 そこで、より現実的な改正案は、これまでの議論を踏まえて、首相・内閣の解散権を

憲法に明記したうえで、解散権を行使しうる場合を限定列挙することになろうか。もち

ろんどのように規定しても恣意的な解釈の余地は残る。たとえば、「前回の総選挙時に

想定されていなかった重大な政策変更の必要性」などと規定しても、具体的に何がそれ

にあたるのかを判断するのは首相の側であり、恣意的な解散権の行使を完全に封じるこ

とは不可能である。 
 それでも、解散権の行使の条件を明確化することの意義は大きいと考えられる。……

憲法に解散権行使の条件を明記することによって、何が恣意的な解散なのかを判断する

基準が生まれ、メディアと国民の意識を変える契機となることが期待できよう。 
大山礼子「審議回避の手段となった衆議院解散」憲法研究第 2 号（2018 年） 

141・142 頁 
 

第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……解散権に合理的な制限をかける第二のアプローチとしては、現

行憲法を改正し、解散権の行使条件を明文化することが考えられます。 
  そのための手法としてわかりやすいのは、先ほど触れましたとおり、ドイツのボン

基本法やイギリスの議会任期固定法のように、解散権の行使を限定する文言を設ける

ことであります。 
  ドイツのボン基本法におきましては、首相が提出いたします首相の信任決議、これ

が否決された場合にのみ解散権が行使できるとされておりますし、イギリスの議会任

期固定法においては、基本的には不信任が可決された場合にのみ解散ができるという

ことが決められているわけであります。 
 
【論点を述べているもの】 
 ……解散権の制限に当たっては、少なくとも、解散権行使の条件を「憲法」で明文化

することが出発点とされよう。……ただ、解散権行使の場合を限定列挙することで、あ



51 

る種の制限をかけることは可能であろうが、いずれにせよ、恣意的解散の余地を一切排

除することは不可能である。 
原田一明「近年の国会運営をめぐる諸課題」立教法学 102 号（2020 年）58・59 頁 

 
 ……解散権を制限するとして、制限をどのような内容にするかという問題もある。不

信任決議の可決の場合は解散が可能だというのは諸国に共通するが、そうした場合に限

定するのか（日本の「69 条限定説」はこうした立場である）、イギリスのように、与党

の都合だけでは解散ができないよう、議会に 3 分 2 以上の賛成という特別多数を要求し

た上で自主解散を認めるのか、フランスなどのように、一定の期間（総選挙後 1 年間は

不可、など）は解散できないとだけするのか、などである。 
 なお、次の実効性の点とも関連するが、不信任決議があった場合に限って解散を認め

るとしても、馴れ合いで不信任決議を可決するという抜け道もある（1948 年 10 月の衆

議院解散「馴れ合い解散」はそのようなものであった）。…… 
 ただ、日本で、議会任期固定法のような法律を制定することが憲法上許されるかどう

かは明らかではない。なぜなら憲法上、内閣に自由な解散権が認められるということで

あれば、国会の法律でそれを制限することは、憲法上の権限を下位法で制限することに

なるからである。 
曽我部真裕「イギリス首相になくなった？『解散権』を憲法の視点で考える」 

（Yahoo!ニュース、2017 年 5 月 4 日） 
 

第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……もっとも、このように、いわゆる日本国憲法 69 条型のみに解

散権の行使を制限いたしますと、解散が国民投票の代替的な機能を果たせなくなると

いう問題は生じることと思われます。ですから、もしも 69 条型の解散に限定をする

のであれば、それとあわせて、内閣や国会が重要案件を国民投票に諮る手続などを導

入することも検討に値することと思われます。 
  国民投票への諮問手続は、解散のない参議院と内閣の意思が対立した郵政解散のよ

うな事態の調停、あるいはイギリスにおける EU 離脱問題のように、与野党、各政党

の内部でもそれぞれに深刻な意見対立があり、政党単位での意思決定を主な意思決定

の手法としております解散・総選挙ではうまく意思決定ができない場合の決定手続と

しても機能することがあります。この点では、国民投票制度は非常に魅力があり、検

討に値する制度と思われます。 
  ただし、国民投票制度を導入する場合、その国民投票の結果にどのような効力を持

たせるのかについては、国会を唯一の立法機関とする憲法 41 条との関係が大きな問

題となります。国会や内閣を拘束するようなものにするのか、それとも諮問的なもの

にとどめるのかなど、日本国憲法の統治機構の根本的な部分にかかわる議論が必要と

なり、この点について合意を得るのはかなり大変かとは思われますが、しかし、解散

権の制限の場合にはあわせて検討をすべき制度であろうとは思います。 
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イ 解散権に対する手続的な制限（解散手続の法定化） 
   〔内閣による解散権行使の理由についての本会議審議等の義務付け〕 

 解散権の行使により、内閣は選挙のタイミングを決定できてしまう。党利党略・私利

私欲で、政権与党に有利なタイミングを選んで解散権が行使される危険は常にある。 
 この危険を避けるためには、解散権行使にあたって、内閣総理大臣が内閣を代表して

衆議院で解散の理由を説明し、それについて衆議院議員から質疑を受ける機会を設ける

べきだろう。危険をゼロにすることはできないが、総選挙に臨む国民は、その質疑応答

の様子を見て、解散が合憲・妥当であったか否かを判断しやすくなる。憲法に規定はな

いが、法律で解散の理由説明手続を規定することは否定されず、むしろ説明責任の観点

から望ましいものと言える。 
木村草太『憲法』（東京大学出版会、2024 年）299 頁 

 
 ……憲法学者の岩切大地・立正大学教授に聞いた。…… 
 「いまの解散の進め方では、天皇の署名が入った解散詔書は他の議事に優先して朗読

され、その日で議員が失職するとされます。だがそれでは議員はあたかも上からの力で

失職させられるようです。詔書を朗読する前に議長が時間を設けて、議員に質問や討論

を許すべきだと思います。解散に議会を関与させるという意味で、英国を参考にした方

策であり、解散を民主化していく行為でもあります」…… 
「直接的に制約になるかは分かりません。ただ民主主義では手続きが意味を持ちます。

選挙に臨む前に国民が、解散の是非についての国会での論戦を見る。『言葉を尽くして

説得を試みる』が政治の基本原則であるはずです」 
朝日新聞、2019 年 6 月 13 日 

 

第 193 回国会 平成 29 年 3 月 23 日 衆議院憲法審査会 

○木村草太参考人 ……解散権の行使を限定する慣行や習律が十分に形成されなかっ

た歴史を踏まえると、現状、何らかの対応をとるべき必要があると思われます。 
  それには二つのアプローチがあるというふうに考えられます。 
  まず第一は、現行憲法を前提とした上で、解散権の行使について法律で手続的な限

定をかけるものであります。諸外国の憲法を見ても、解散権を行使する場合に、議長

の意見表明の手続を設けたり、解散権発生の引き金となる内閣信任の動議から採決ま

でに一定の時間をあけることを要求するものがあります。 
  現行憲法下で解散の前例が慣行や習律を形成できなかった一因は、内閣が解散の理

由を議会で丁寧に説明したり、公式の解散理由を文書化し、明確にする手続がなかっ

たところに大きな原因があるというふうに思われます。法律で、解散権を行使する場

合には、解散の宣言から解散まで一定の時間を置き、衆議院で解散理由についての審

議を行うなどの手続を設ければ、少なくとも解散理由が不明確なまま総選挙に突入す

るという事態は防ぐことができるように思われます。 
  実際、憲法が国家機関に与えた権限を法律で手続的に制限をする、あるいは慎重な

手続を設けるというのはさまざまな例があるところでございまして、国会が立法を行

う場合に国会法上の手続を踏む、これは当然のことでありますし、最高裁が判決を書

く、司法権を行使する場合、あるいは違憲立法審査権を行使する場合に裁判所法や各

種訴訟法の手続を踏むということも、これもまた当然のことであります。内閣の解散

権についてもこれと同様な考えに立ち、その手続に慎重な歯どめ、手続を設けること

は、憲法の理念を実現するためにも全く問題がないのではないかというふうに考えら

れます。 
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   〔解散方針の決定から総選挙施行期日までの間隔の確保〕 

 ……解散のリスクの減少が党利党略型解散を可能にしたのであれば、解散権の濫用を

防ぐには解散に伴うリスクを大きくすればよいことになる。 
 ……解散決定から投票日までの間隔については、長期になればなるほど選挙予測が困

難になるので、与党と野党のどちらに有利になるかはさておき、解散のリスクが増大す

ることは確実である。……憲法は衆議院の解散後、40 日以内に総選挙を行わなければな

らないとの規定を設けている。しかし、憲法の規定は 40 日以内であればいくら短い期

間でもかまわないという趣旨ではないだろうから、各政党や候補者の主張を有権者に伝

えるためにも、少なくとも 1 カ月程度の期間は置くべきであろう。 
大山礼子「審議回避の手段となった衆議院解散権」憲法研究第 2 号（2018 年） 

140-142 頁 

 

 ……憲法改正へと踏み込むのであればいざ知らず、恣意的な解散権の余地を狭めるこ

とが当面の目標であるとするならば、安易に法律による解散権の制約の議論に進むより

は、大山教授が指摘された選挙施行期日までの間隔をあけるという方法などを工夫する

方が現実的ではないかと考えている。 
原田一明「近年の国会運営をめぐる諸課題」立教法学 102 号（2020 年）59 頁 
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４ 緊急事態における解散権の在り方 

（１）緊急事態においては解散権を制限すべきとの見解 

 緊急事態においては、国会による民主的統制が非常に重要となるため、緊急事態下

における解散を制限すべきとする考え方がある。 
 また、諸外国の憲法では、緊急時に議会の解散を制限する旨の規定を置いている例

がある108。 
 
 ……日本国憲法の緊急事態条項を考える場合、政府の緊急権限乱用を防止するため、緊

急事態宣言中は国会の機能を停止させないことが重要である。緊急事態期間中は衆議院の

解散を禁じ、任期が満了しても自動的に延長させる必要がある。 
松浦一夫「緊急事態条項導入は立憲体制の破壊か補完か」 

改革者 669 号（2016 年）35 頁 

 
 ……緊急事態宣言下で衆議院の解散を禁止することも、国会の民主的統制の前提として

当然にあるべき制度である。国会による事後承認の規定をおいても、衆議院が解散された

のでは国会による事後承認は参議院の緊急集会による事後承認となり、それがさらに衆議

院の事後承認を必要とするものであっても、緊急事態宣言下における国会による民主的統

制としては不十分なものにならざるを得ない。したがって、衆議院の解散が禁じられ、両

議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることには、制度上十分な合理性が認め

られる。 
東裕「国家緊急権論の新展開――緊急権の実定化を見据えて――」 

法政論叢 52 号（2016 年）243・244 頁 

 
 ①衆院の解散後、大地震などが発生した場合は一時的に前議員が職務に当たる②緊急事

態下では首相が解散できないこととする③大地震などが起きた直後に国会議員の任期が

満了する場合は、任期を緊急事態が終わるまで延ばす――といったことは最低でも検討が

求められる。 
舟槻格致「原点不在の『緊急事態条項』議論」読売クオータリー2016 年春号 

（2016 年）11 頁 

 

（２）緊急事態においても解散権を制限する必要はない（解散権行使を差し控えればよい）

との見解 

 一方で、緊急事態下で内閣が解散権を行使するのを差し控えればよいのであり、憲

法改正によって解散権を制限する必要はないとする考え方もある。 
 
 ……緊急事態下で首相の解散権行使に憲法上の制限を加えようとする意図は理解し得

なくもないが、しかし、そこでの憲法問題の核心は、解散によって終了する衆院議員の任

期 に あ る の で は な く 、 首 相 の 胸 三 寸 と さ れ る 解 散 権 行 使 の 憲 法 実 態

（Verfassungswirklichkeit）にある。とすれば、この問題は、単に首相（内閣）が当該事

態の深刻さに鑑みて解散権行使を差し控えれば済むことであり（被災対応が急務のときに

解散権行使に打って出るような首相がいるとすれば、そのこと自体極めて異常）、議員の任

 
108 具体的には、後掲「第４ 【参考】諸外国憲法における緊急時の議会解散制限規定等」を参照。 
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期「延長」特例を憲法で明定しておかなければ安堵できない、といった問題ではなかろう。 
高見勝利「大震災と憲法」世界 883 号（2016 年）155 頁 

 
 内閣が解散権を行使しようとしているときに緊急事態が生じた場合、通常、任期満了が

迫っている等の事情がないときには、内閣としては通常解散権の行使を差し控えると思わ

れるし、仮に解散権を行使したとしても、その場合は衆議院解散後に緊急事態が発生した

場合と同じであり、日本国憲法はそのような場面を想定して、参議院の緊急集会を設けて

いるのであるから（日本国憲法 54 条 2 項但書）、緊急事態への対応は可能である。したが

って、憲法上、内閣の解散権を制限する必要性は認められない。 
日本弁護士連合会「日本国憲法に緊急事態条項（国家緊急権）を創設すること 

に反対する意見書」（2017 年 2 月 17 日）14 頁 

 

【参考】緊急事態における解散権の制限と内閣不信任決議案等の議決の禁止との関係 

 緊急事態における解散権の制限と内閣不信任決議案等の議決の禁止との関係につ

いて、衆議院憲法審査会では以下のような議論が行われている。 
 

第 211 回国会 令和 5 年 6 月 15 日 衆議院憲法審査会 

○三木圭恵委員 ……次に、議員任期延長以外の国会機能維持策、四の１の部分、閉会禁

止、即時召集、衆議院解散禁止、内閣不信任案の議決の禁止のところでございますが、

我が党の案では全て必要となっておりますが、御存じのとおり、我が党は、……初めは

内閣不信任案の議決の禁止は必要との案でしたが、緊急事態時にどうしてもこの内閣に

は任せられない、この総理では駄目だとなる場合もあり得るとの考えから、内閣不信任

案の議決を禁止することは必要ではないとの結論に三党派で至りましたことを御報告

しておきます。 
 
○玉木雄一郎委員 ……仮に、時の権力、とりわけ内閣の暴走を恐れるのであれば、……

緊急事態下であっても、おかしな内閣に対しては不信任案を突きつけて議決することは

認めるような制度にしておけばいいと思います。 
  ……我々三会派のオリジナルの案では、緊急事態においては内閣不信任案の提出はで

きないように最初は条文を作っていたんですけれども、ちょっとここは考えた上で、そ

れでもやはり暴走する内閣が出てきたときには時の立法府からのチェック権限は残し

ておくべきだということで、内閣不信任案の議決の禁止規定は取りました。……権力チ

ェックの役割を果たした方がいいんじゃないかということで、最新の案ではそうなって

いるということは申し添えたいと思います。 
 
第 213 回国会 令和 6 年 5 月 9 日 衆議院憲法審査会 

○中谷元委員 ……三つ目は、内閣不信任決議を禁止すべきかどうかという論点です。 
  選挙困難事態発生時には、国会機能維持のためには、国会は通常、開会、つまり、閉

会禁止の措置とともに衆議院の解散禁止の措置を定めるべきことについてはほぼ異論

がないと思います。 
  そういたしますと、議院内閣制の統治機構の下に、行政府と立法府のチェック・アン

ド・バランスの観点から、内閣の解散権の対抗措置であります衆議院による内閣不信任

決議についてもセットで禁止をすべきではないかという考えにも一理ありますが、この

緊急事態こそ総理のリーダーシップが問われる場合で、大半の議員がどうしてもこの総
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理、この内閣では現在の国難を乗り切れないと判断する場合は皆無ではないと思います

ので、最後の手段として内閣不信任決議の余地を残しておくということが適切と考えま

す。 
  したがいまして、内閣不信任決議が可決された場合には内閣は総辞職をすることにな

りますが、これは緊急時における国会中心主義の徹底として説明できると考えておりま

す。 
 
第 213 回国会 令和 6 年 5 月 16 日 衆議院憲法審査会 

○岩谷良平委員 ……公明党にお伺いをいたします。 
  議員任期延長以外の国会機能維持策として、内閣不信任の禁止が必要か否かが論点と

して残っておりますが、この点はいかにお考えでしょうか。…… 
○北側一雄委員 ……内閣不信任案の提出を禁止をしている、ここはいろいろ議論がある

んだろうと思います。内閣不信任案の提出を認めてしまいますと、原則は解散ができる

はずなんですね、ところが、解散禁止規定があるわけですよ。そうすると、内閣総辞職

をすぐにしないといけない。これだけの効果になってしまって、果たして三権分立の観

点からどうなんだ、ここの議論はあると思うんです。 
  ただ、確かに、選挙期日が延期をしている間に不信任案を出さないといけないような

状況が全くないかというと、それはあり得るわけで、ここは十分議論の余地があるとい

うか、内閣不信任案の提出についてもできるという判断もあり得るのかなというふうに

考えております。 
 
第 213 回国会 令和 6 年 6 月 6 日 衆議院憲法審査会 

○山田賢司委員 ……あと、さらには、いろいろ論点はあるんですけれども、解散の禁止

と内閣不信任の禁止、これは表裏一体ではないかというふうに考えます。 
  国会機能の維持という意味では、やはり解散権を縛って、それでも、与党も支持しな

いような内閣であれば不信任を出す、これも一つの考え方であろうと思いますけれど

も、この辺も十分議論が必要ではないかということを御提起申し上げて、今後の議論に

つなげさせていただきたいと思います。 
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第４ 諸外国の解散制度  

１ 概観109 

 G7 諸国では、大統領制を採用しているアメリカを除く諸国（イギリス、イタリア、

カナダ、ドイツ、フランス及び日本）には解散制度が存在する。イタリアでは解散の対

象は両議院であり、解散・選挙は両議院同時に行われるのが慣例となっているが、それ

以外の諸国では、解散の対象は下院のみである。なお、G7 を除く OECD 諸国において

は、大統領制を採用しているメキシコ、韓国及びチリには、いずれも議会解散の制度は

なく、また、議院内閣制を採用しているノルウェー及び議会統治制（参事会制）を採用

しているスイス110においても、解散制度はない。 
 G7 諸国の中で、議会の解散要件を厳格に規定している例として、イギリス（2011 年

から 2022 年までの間）及びドイツがある。 
 なお、フランスでは、政府与党が自らにとって最も有利な時期に総選挙を施行する党

利に基づく解散権の行使は、「イギリス式解散 dissolution anglaise」と否定的に語られ

ている111。ただ、2024 年 6 月 9 日にエマニュエル・マクロン大統領が発表した国民議

会の解散は（解散令の公布は同月 10 日）、1958 年以来 6 回目となる解散だったが、「政

府は不信任決議で倒されたわけでもなく（1962 年）、政治的・社会的危機に直面してる

わけでもなく（1968 年）、大統領選挙の直後に解散されたわけでもなかった（1981 年、

1988 年）112」113とされる。 
 

２ イギリス議会の解散制度114 

（１）解散制度の概要 

 イギリスの下院議員の任期は 5 年、原則として上院議員は事実上の任命制で終身議

員である。解散の対象は議会であるが、実質的に解散の対象となるのは下院のみであ

る。 
 現在、イギリス議会の解散には、2 通りがある。すなわち、 

 
109 帖佐廉史「諸外国議会の一院制・二院制の別（2016 年）」レファレンス 791 号（2016 年）、高澤美

有紀「主要国議会の解散制度」調査と情報 923 号(2016 年)、倉谷麻耶「主要国議会の解散制度【第

2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）などを基に作成。 
110 参事会制とは、政府は議会によって選出されるが、議会に責任を負わず、議会を解散することもで

きない政治体制をいう。なお、スイスでは、憲法の全部改正に際し、両院が解散される場合があると

される。（帖佐廉史「諸外国議会の一院制・二院制の別（2016 年）」レファレンス 791 号（2016 年）

90、95 頁） 
111 長谷部恭男『憲法 第 8 版』（新世社、2022 年）409 頁。シラク大統領が 1997 年に行った解散がフ

ランスではじめての「イギリス式解散」とされるが、シラク大統領の与党はご都合主義だと批判の逆

風にあおられて総選挙で敗北し、ジョスパン氏の率いる社会党との保革共存を余儀なくされたとされ

る（長谷部恭男「内閣による自由な解散権？」『憲法学の虫眼鏡』（羽鳥書店、2019 年）58 頁）。 
112 大統領の所属党派と国民議会の多数派が異なった場合に、これを解消する目的で行う解散の意味。 
113  Julien Boudon “ Dissolution, le saut dans le vide ”（ 2024 年 6 月 11 日 、

https://libertescheries.blogspot.com/2024/06/les-invites-de-llc-julien-boudon.html）（フランスの公

法学者である Roseline Letteron 教授の著名なブログ“Liberté, Libertés cheries”に掲載されたもの） 
114 高澤美有紀「主要国議会の解散制度」調査と情報 923 号(2016 年)、倉谷麻耶「主要国議会の解散

制度【第 2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）、田中嘉彦「英国における議会解散権の変容」憲法研

究 14 号（2024 年）を基に作成。 
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 ①国王が首相の助言に基づき解散大権を行使する場合 
 ②最初の議会の集会の日から 5 年目の日に自動的に行われる場合（この場合は、イ

ギリス議会の制度では解散とされているが、日本の国会で言えば議員の任期満了

の場合に当たる） 
である。①について、政府が下院の信任を得られない場合には、憲法慣習により総辞

職又は国王に対する議会の解散要請を行うが、下院による不信任以外の場合は、解散

事由についての限定はないため、首相は自由な判断により国王に解散を要請すること

ができる。 
 
（２）2011 年議会任期固定法115（2022 年廃止） 

 
○2011 年議会任期固定法の制定から廃止までの経過 

2010 年 7 月 22 日 議会任期固定法案提出 
2011 年 9 月 15 日 2011 年議会任期固定法成立 

2015 年 5 月 7 日 総選挙（議員任期満了による総選挙。2011 年議会任期固定

法の下での最初の総選挙） 
2016 年 6 月 23 日 EU 離脱に関する国民投票 
2017 年 5 月 3 日 議会解散（繰上総選挙動議の 3 分の 2 の特別多数による可

決による解散） 
 6 月 8 日 総選挙（2011 年議会任期固定法の下での 2 度目の総選挙） 
 7 月 24 日 ボリス・ジョンソン首相が就任 

2019 年 9 月 4 日 
～10 月 28 日 

繰上総選挙動議の提出（3 度提出されたが、いずれも否決さ

れた） 
10 月 31 日 2019 年議会繰上総選挙法制定（2011 年議会任期固定法の

規定を上書きし、下院の過半数の賛成による可決で議会を

解散できるようにしたもの） 
11 月 6 日 議会解散 

12 月 12 日 総選挙 
2021 年 5 月 12 日 議会解散及び召集法案提出 
2022 年 3 月 24 日 2022 年議会解散及び召集法制定 

 
 2011 年議会任期固定法の制定前は、国王が解散大権を有し、首相の助言に基づき

国王が解散を行っていたが、解散事由について限定がなかったため、首相は自由な判

断により国王に解散を要請することができた。このため、首相が単に政治的な利益に

よって解散を要請することを防止する目的で、2011 年議会任期固定法が制定され、

解散に関する国王大権は廃止された116。 
 

115 Fixed-term Parliaments Act 2011 
116 2010 年総選挙の結果、労働党も保守党も過半数に至らないハング・パーラメントに陥ったことか

ら、連立工作が模索された。その結果、保守党と、マニフェストに議会任期固定を掲げていた自由民

主党による連立政権が誕生し、その際の連立政権合意にもその旨が盛り込まれた。このような経緯を
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 2011 年議会任期固定法において、議会が解散するのは、 
 ①任期満了の場合（自動解散。下院総選挙日の 25 平日前に解散される） 
 ②下院が定数の 3 分の 2 以上の多数で繰上総選挙の実施を可決した場合（下院の

自主解散） 
 ③下院が不信任案を可決した場合においてその後 14 日以内に何らかの信任案を可

決しない場合 
の 3 通りとなっていた。②の解散が可能になったことにより、下院が実質的に自主 
解散権を有することとなっていた。 
 また、総選挙の実施時期について、①の自動解散の場合には、5 年ごとの 5 月の第

1 木曜日に固定されていたが、②③の解散の場合には、首相の助言に基づいて国王が

指定する期日に行われることとなっていた。 
 しかし、イギリスではその後、EU 離脱合意に関連する法案の審議がこう着した。

ボリス・ジョンソン（Boris Johnson）首相（保守党）は状況を打開するため、3 回に

わたり繰上総選挙の実施を求める動議を議会に提出したが、いずれも 2011 年議会任

期固定法に定める下院定数の 3 分の 2 以上の賛成の要件を満たすことができず、国

政は停滞した。このため、2019 年 12 月 12 日に繰上総選挙を実施することを定める

2019 年議会繰上総選挙法117が過半数の賛成を得て制定され、これを受けて同年 11 月

6 日に議会が解散された。この総選挙では、保守党と労働党はそれぞれのマニフェス

トにおいて 2011 年議会任期固定法の廃止を公約とした。総選挙の結果、保守党が単

独過半数を上回る議席を確保した。選挙戦での公約を受け、同法の廃止を内容とする

2022 年議会解散及び召集法118が 2022 年 3 月 24 日に制定された。これにより、国王

の解散大権は復活することとなった。 
 このような解散制度の改正は、イギリスには、成文憲法典がなく、議会主権（議会

がいかなる法をも制定・改廃する権能を有すること、そして、この議会の立法を無効

とし排除する権能をもつ、いかなる個人も団体も存在しないこと）を基本原理の一つ

としている119ため、過半数の賛成で足りる法律改正によってなされている。 
 

  

 
経て、2011 年議会任期固定法が制定された。（河島太朗「イギリスの 2011 年議会任期固定法」外国

の立法 254 号（2012 年）8 頁、小松浩「イギリス連立政権と解散権制限立法の成立」立命館法学 34
1 号（2012 年）1-3 頁） 

117 Early Parliamentary General Election Act 2019 
118 Dissolution and Calling of Parliament Act 2022 
119 江島晶子「イギリス」初宿正典・□村みよ子編『新解説世界憲法集 第 5 版』（三省堂、2020 年）

16 頁 
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３ ドイツ議会の解散制度120 

 ドイツの下院議員の任期は 4 年であり、上院議員は各州政府が任免する当該州の政府

構成員が務め、一律に定められた任期はない。下院のみが解散の対象となる。ワイマー

ル憲法下における自由な解散権の行使が政権の基盤となる安定的な議会多数派の形成

に資するものではなかったことへの反省から、現行の基本法（憲法）では、解散権の行

使は厳格に制限され、 
 ①首相が任命されない場合 
 ②首相が下院で信任を得られず、後任の首相も選出されない場合 
にのみ、解散が可能である。 
 ①については、下院の首相選挙において 2 回目までの選挙で下院議員の過半数の投票

を得た当選人がない場合には、大統領は、3 回目の選挙で下院議員の過半数の票を得た

者を首相に任命し、当該者がない場合には、最多得票者を首相に任命し、又は下院を解

散しなければならない（基本法 63 条）。 
 ②については、首相が提出した首相自らの信任動議に下院議員の過半数の賛成が得ら

れなかった場合において、下院議員の過半数の投票により別の首相を選出しなかったと

きは、大統領は、首相の提案に基づき、21 日以内に下院を解散することができる（基本

法 68 条）。 
 下院の解散に伴う総選挙は、解散後 60 日以内に行われる（基本法 39 条 1 項）。 
 なお、首相に対する不信任案の可決は、下院議員の過半数により後任の首相を選出し

た場合に限られ（建設的不信任）、不信任案が可決された場合には、下院を解散するこ

とができない（基本法 67 条）。したがって、首相が政治的理由により下院を解散しよう

とする場合には、自ら信任動議を提出し、与党議員に棄権させるなどして故意に否決さ

せるよりほかなく、実際に過去に行われた 1972 年 9 月、1983 年 1 月及び 2005 年 7 月

の 3 回の解散はいずれもそうした手段がとられ、解散権の濫用として批判を受けたとさ

れる121。 
 また、2024 年 12 月 11 日にオラフ・ショルツ（Olaf Scholz）首相（社会民主党）は、

自らの信任投票を求める動議を連邦議会に提出し、同月 16 日の信任投票において反対

多数で否決された122 123。この結果を受けてショルツ首相は、大統領に議会の解散を提

案し、同月 27 日に議会が解散された（4 回目の解散）124。連邦議会選挙は、2025 年 2
 

120 倉谷麻耶「主要国議会の解散制度【第 2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）を基に作成。 
121 古賀豪ほか「主要国の議会制度」基本情報シリーズ⑥（2010 年）23 頁。なお、1983 年 1 月及び

2005 年 7 月の解散については、首相の作為的な信任案の提出とその否決に基づく下院の解散及び総

選挙の実施が基本法違反であるとして、連邦憲法裁判所に対して訴訟が提起されたが、いずれにおい

ても、基本法違反とはならない旨の判断がなされたとされる（倉谷麻耶「主要国議会の解散制度【第

2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）9・10 頁）。 
122 「信任投票と早期選挙」（ドイツ連邦議会ウェブサイト https://www.bundestag.de/dokumente/tex
tarchiv/2024/kw47-vertrauensfrage-1030198） 

123 最大野党のキリスト教民主・社会同盟（CDU/CSU）をはじめ、連立パートナーであった自由民主

党（FDP）など、ほぼ全ての野党勢力が反対に投票。ショルツ首相率いる社会民主党（SPD）は賛成、

ともに連立政権を担っている緑の党は棄権した（「基本法第 68 条に基づく動議（信任投票）」（ドイツ

連邦議会ウェブサイト https://www.bundestag.de/parlament/plenum/abstimmung/abstimmung?id
=938））。 

124 「基本法第 68 条に基づくドイツ連邦議会の解散決定に関する連邦大統領の声明」（ドイツ連邦大統
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月 23 日に行われた。 
 

【参照条文】ドイツ連邦共和国基本法 

第 63 条〔連邦首相の選挙〕 

１ 連邦首相は、連邦大統領の推薦に基づき、討論を経ずに、連邦議会によって選挙される。 
２ 連邦議会議員の過半数の票を得た者が連邦首相に選出される。選出された者は、連邦大

統領によって任命される。 

３ 推薦された者が選ばれなかったときは、連邦議会は、選挙手続後 14 日以内に、議員の過

半数をもって、連邦首相を選挙することができる。 

４ 選挙がこの期間内に成立しないときは、速やかに新たな選挙手続が行われ、最多得票を

した者が選出される。選出された者が連邦議会議員の過半数の票を得ているときは、連邦

大統領は、選挙後 7 日以内に、この者を任命しなければならない。選出された者が過半数

の票を得ていないときは、連邦大統領は、7 日以内に、この者を任命するか、または連邦

議会を解散しなければならない。 

第 67 条〔建設的不信任決議〕 

１ 連邦議会は、その議員の過半数をもって連邦首相の後任者を選挙し、かつ、連邦大統領

に連邦首相を罷免すべきことを要請することによってのみ、連邦首相に対する不信任を表

明することができる。連邦大統領は、この要請に従い、選挙された者を任命しなければな

らない。 

２ 動議と選挙との間には、48 時間がおかれなければならない。 

第 68 条〔信任決議、連邦議会の解散〕 

１ 自己に信任を表明すべき旨の連邦首相の動議が、連邦議会議員の過半数の同意を得られ

なかったときは、連邦大統領は、連邦首相の申立てに基づいて、21 日以内に、連邦議会を

解散することができる。解散権は、連邦議会が議員の過半数をもって、別の連邦首相を選

挙したときは、直ちに消滅する。 
２ 動議と投票の間には、48 時間がおかれなければならない。 

畑博行・小森田秋夫編『世界の憲法集〔第 5 版〕』（有信堂、2018 年） 

 
 

 
領府ウェブサイト https://www.bundespraesident.de/SharedDocs/Reden/DE/Frank-Walter-Steinm
eier/Reden/2024/12/241227-Entscheidung-Aufloesung-BT.html） 
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【参考】主要国議会の解散制度 

 

  イギリス 
（参考） 

イタリア 

根拠 
規定 

2022 年議会解散及び召集法 2
条、4 条 

【2022年廃止】2011年議会任
期固定法2条、3条 

※特例法制定により解散が行われ
た事例あり（2019）。 

憲法 88 条 

解散の 
対象 

(任期) 

下院（5年） 
 
 
 

下院（5年以内） 
※規定上、議会が解散の対象で

あるが、実質的に下院のみが解
散される。 

両議院又は一議院（両議院とも5年） 
※解散・選挙は両議院同時に行

われるのが通例である。 

解散 
権者 

国王 
※首相の要請に基づく。 

不在 
 
 
 

大統領（両議院議員と各州代表を
選挙人とする間接選挙で選出） 
※両議院の議長の意見を聴く義務が

あるが、意見には拘束されない。 

要

不
信
任 

下院で政府が信任投票に敗北し
た場合、首相は辞任するか、国王
に解散を要請することになる。 

下院が政府不信任案を可決した
場合において、その後 14 日以内
に何らかの政府信任案を可決しな
いときは、下院は解散する。 
 
 
 
 

（政府不信任案が可決された場
合又は政府信任案が否決された
場合には、政府は総辞職する。た
だし、必ずしも両議院又は一議院
が解散されるわけではない。） 

件 

不
信
任
以
外 

①首相は、国王に解散を要請で
きる。 

②議会の集会の日から5年目の
日に自動的に解散 

 

①任期満了に伴い自動的に解散 
②下院が定数の 3 分の 2 以上の

多数で繰上総選挙の実施を可
決した場合には、下院は解散
する。 

大統領は、両議院の議長の意見を
聴いた後、両議院又は一議院を解
散できる。 
 
 
 
 

解散の 
制限 

不信任以外の場合には、実質的
に任意の時期に解散が可能。ただ
し、例外的な状況で国王が首相
の要請を拒否する余地はあるとさ
れている（2022 年議会解散及
び召集法案の下院審議における
大臣の答弁）。 

解散は、上掲の場合に限られる。 大統領任期（7 年）の最後の 6
か月間は、解散権を行使することが
できない。ただし、その期間の全部
又は一部が立法期の最後の 6 か
月と重複する場合を除く。 
 
 
 
 

解散後 
の選挙
時期 

解散の翌日から 25 平日目 繰上総選挙は、首相の助言に基づ
いて国王が指定する期日に行う。 
※任期満了による自動解散後の総

選挙期日は、原則として 5 年ごと
の 5 月の第 1 木曜日に固定。 

 

任期終了後 70 日以内 
 
 
 
 
 
 

過去の 
解散 

1945 年以降 22 回。2011 年議会任期固定法の下では、
2015.3.30（自動解散）、2017.5.3（早期解散（自律解散））
及び 2019.11.6（特例法制定による早期解散（自律解散））。
2022 年議会解散及び召集法の下では 2024.5.30（首相による
国王への要請）。 

イタリア共和国成立（1948 年）
以 降 18 回 。直 近 の 解 散 は 、
2022.7.21。 
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（網掛け部分が、解散の制限に関する部分） 

カナダ ドイツ フランス （参考）日本 

1867年憲法法50条 
カナダ選挙法 56.1 条 
 
 

基本法（憲法）63 条、68 条 憲法 12 条 (憲法7条3号、69条) 

下院（憲法では 5 年を超
えて継続しないと規定し、
選挙法で選挙後 4 年目の
10 月に選挙を行うと規定） 

下院（4 年） 
 
 
 

下院（5年） 
 
 
 

衆議院（4年） 
 

総督（首相の助言に基づい
てカナダの国家元首であるイ
ギリス国王が任命） 
※首相の助言に基づく。 

大統領（下院議員及び州議会
代表から成る連邦会議で選出） 
※首相信任案を下院が否決した場

合には、首相の提案に基づく。 

大統領（直接公選） 
※首相及び両議院議長の

意見を聴く義務があるが、
意見には拘束されない。 

天皇の国事行為 
※内閣の助言と承認

による。 

下院が政府不信任案を
可決した場合又は政府信
任 案 を否 決 した場 合 に
は、政府は総辞職するか、
首相が総督に下院の解散
を要請する。 

＜首相が下院で信任を得られず、
後任の首相も選出されない場合＞ 
首相が提出した首相信任案に下院
議員の過半数の賛成が得られなか
った場合に、その過半数により他の
首相を選挙しなかったときは、首相
の提案に基づき、大統領は21日以
内に下院を解散することができる。 

不信任は、解散の要件とさ
れていない。 
※下院が政府不信任案を

可決した場合又は政府の
綱領・一般政策の表明を
否決した場合には、首相
は大統領に政府の辞表を
提出する。 

衆議院で内閣不信任
案を可決し、又は内
閣信任案を否決した
場合、10 日以内に衆
議院が解散されない
限り、内閣は総辞職し
なければならない。 

首相は、総督に下院の解
散を助言できる。 

＜首相が任命されない場合＞ 
下院の首相選挙において 3 回目
までの選挙で総議員の過半数の
票を得た者がいない場合には、大
統領は、3回目の選挙での最多得
票者を首相に任命するか、下院を
解散するかしなければならない。 

大統領は、首相及び両議
院 議 長 の 意 見 を 聴 い た
後、下院を解散できる。 

内閣は、天皇に解散
の助言と承認を行う。 

不信任以外の場合には、
実質的に任意の時期に解
散が可能。 

解散は、上掲の場合に限られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

以下の場合には解散でき
ない。 
①解散に伴う下院総選挙

後1年以内 
②大統領の非常事態権

限の行使中 
③上院議長又は政府が大

統領の職務を代行して
いる場合 

内閣不信任以外の場
合には、実質的に任意
の時期に解散が可能。 

内閣の助言に基づき、総
督が決定する。 
※解散が行われない場合の

選挙の日は、選挙の4年
後の 10 月第 3 月曜日
に固定。 

 

解散後60日以内 
※任期満了の場合には、その任期

の開始後 46 か月目から 48 か
月目までの間 

 
 
 

解散後20日以降40日以
内 
※任期満了の場合には、任

期満了日（前の選挙か
ら 5 年後の 6 月第 3 火
曜日）前 60 日以内 

解散後40日以内 
※任期満了の場合に

は、任期満了日前
30 日以内 

 
 
 

1945 年以降 26 回。直
近の解散は、2025.3.2
3。 
 
 

ドイツ連邦共和国成立（1949
年）以降 4 回。直近の解散は、
2024.12.27。 
 
 

第 5 共和制成立（1958
年）以降 6 回。直近の解
散は、2024.6.9。 
 
 

日本国憲法施行（19
47（昭和22）年）以
降 26 回。直近の解散
は、2024（令和 6）.
10.9。 

倉谷麻耶「主要国議会の解散制度【第 2 版】」調査と情報 1245 号（2023 年）13・14 頁、 
高澤美有紀「主要国議会の解散制度」調査と情報 923 号(2016 年)13・14 頁の別表ほかを基に作成。 
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【参考】諸外国憲法における緊急時の議会解散制限規定等125 

 
国名 

（制定年） 

【議会制度】 
国会議員の任期 

解散制度等 

の有無 

緊急時の 

解散制限等 

緊急時の 

国会議員任期延長規定 

アメリカ 

（1788） 

【二院制】 

［下院議員］2 年（1 条 2 節 1
項） 

［上院議員］6 年（1 条 3 節 1
項） 

―― ―― ―― 

イタリア 

（1947） 

【二院制】 

［下院議員］5年（60 条 1 項） 
［上院議員］5年（60 条 1 項） 
※新議会集会までは、前議

会の権限が延長される
（61 条 2 項） 

・両議院又は一院
の解散あり（88
条 1 項） 

・大統領の任期満了 6
か 月 前 は 議 会 を 解
散できない（88 条 2
項） 

・緊急法律命令を発
する場合、両議院は
解散されている場
合でも、特に招集さ
れる（77 条 2 項） 

・戦争の場合に限り法律で
延長できる（60 条 2 項） 

 

 

ウクライナ 

（1996） 

【一院制】 

5 年（76 条 1 項） 
※議会の議会期も 5 年（76

条 5 項）。議会期は、新た
な議会の最初の会議の
開始日に終了し（90 条 1
項）、議員の地位は議会
期の終了と同時に喪失
する（81 条 1 項） 

※議会の解散の場合であ
っても、議員の地位は新
たな議会の最初の会議
の開会時に喪失する（81
条 3 項） 

・解散あり（90 条
2 項） 

 

・解散に伴う選挙から
1 年以内の場合又は
議会・大統領の任期
が6か月以内に満了
する場合には、解散
できない（90 条 4
項・5 項） 

・大統領令により戒
厳又は非常事態の
布告が発せられた
ときは、2 日以内に、
招集なくして集会
する（83 条 3 項） 

・戒厳・非常事態が布告され
ている間は、議会の議会期
が延長される。この場合、
その期間は、戒厳･非常事
態の布告廃止後の選挙に
よって構成される議会の
最初の会議の開会時まで
延長される（83 条 4 項） 

 

エストニア 

（1992） 

【一院制】 

選挙結果が公示された日か
ら開始し、前任者の任期は
同日に終了する（61 条 1 項） 
※通常選挙は、直近の選挙

があった年の翌年から
起算して 4年目の 3月の
第 1日曜日に実施される
（60 条 3 項） 

・ 臨時選挙あり
（60 条 4 項） 

―― 

・非常事態・戦争状態におい
ては、国会議員の選挙は行
われず、国会議員の任期は
満了しない（131 条 1 項）。
非常事態・戦争状態の間又
は終了後 3か月以内に任期
が満了する場合は、国会議
員の任期は延長される
（131 条 2 項） 

カナダ 

（1982） 

【二院制】 

［下院議員］5 年（1867 年憲
法 50 条、1982 年憲法 4
条 1 項） 

［上院議員］75 歳に達する
まで（1867 年憲法 29 条 2
項） 

・下院の解散あり
（1867 年憲法 50
条） 

―― 

・戦争・侵略・反乱が実際起
きているか、起きるおそれ
があるときは、3 分の 1 を
超える下院議員の反対が
なければ、上下両院の議決
により下院は 5年を超えて
継続できる（1982 年憲法 4
条 2 項） 

 
125 衆議院憲法審査会「衆議院欧州各国憲法及び国民投票制度調査議員団報告書」（2020 年）、初宿正

典・□村みよ子編『新解説世界憲法集 第 5 版』（三省堂、2020 年）、畑博行・小森田秋夫編『世界の

憲法集〔第 5 版〕』（有信堂、2018 年）、国立国会図書館調査及び立法考査局『各国憲法集（8）ポル

トガル憲法』（2014 年）、国立国会図書館調査及び立法考査局『各国憲法集（5）ギリシャ憲法』（2013
年）、北澤義之「第 10 章 ヨルダン・ハーシム王国」公益財団法人日本国際問題研究所『平成 12 年

度外務省委託研究「中東基礎資料調査―主要中東諸国の憲法―」』（2001 年）、各国憲法条文（英訳）

等を基に作成。あくまでも各国憲法の条文の文理的な解釈に基づいて整理したものであるとともに、

必ずしも網羅的なものとなっていないことに留意されたい。 
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国名 

（制定年） 

【議会制度】 
国会議員の任期 

解散制度等 

の有無 

緊急時の 

解散制限等 

緊急時の 

国会議員任期延長規定 

ギリシャ 

（1975） 

【一院制】 

4 年（53 条 1 項） ・解散あり（41 条） ・共和国大統領が職
務を遂行すること
ができない状況が
30 日を超えたとき
は、議会は、解散し
ている場合であっ
ても義務的に招集
され、新たな共和国
大統領を選挙しな
ければならない状
況にあるか否かを
決定しなければな
らない（34 条 2 項） 

・戒厳に関する法律
を施行する場合に
は、議会は、解散さ
れているときであっ
ても招集される（48
条 2 項） 

・戦時においては、議会期は
戦争の終結まで延長され
る。議会が解散されている
場合には、選挙の実施は、
戦争の終結まで延期され、
それまでの間、解散された
議会が当然に再招集され
る。（53 条 3 項） 

スウェーデン 

（1974） 

【一院制】 

4 年（統治法典 3 章 3 条） 
※各選挙は、次に選挙され

た議会の開会日まで有効
（統治法典3章10条1項） 

・ 特別選挙あり
（統治法典 3 章
11 条 1 項） 

・戦争時には、議会の
選挙は、議会の 4 分
の3以上で議決した
時にのみ可能（統治
法典 15 章 11 条 1
項） 

・戦争時又はその危
険にさらされた場
合、政府又は議長は
議会を招集しなけ
ればならない(統治
法典 15 章 1 条) 

・戦争時には、議会の選挙
は、議会の 4 分の 3 以上で
議決した時にのみ可能 126

（統治法典 15 章 11 条 1 項） 
・戦争の危険にさらされて
いる場合には、議会の 4 分
の 3以上の議決で選挙を延
期できる。その決定は、1 年
以内に再検討し、その後は
1 年を超えない期間をおい
て再検討しなければなら
ない（統治法典 15 章 11 条
1 項） 

デンマーク 

（1953） 

【一院制】 

4 年（32 条 1 項） 
※いかなる議席も新たな選

挙が行われるまで空席と
してはならない（32 条 4
項） 

・解散あり（32 条
2 項） 

―― ―― 

ドイツ 

（1949） 

【二院制】 

［下院議員］4年（39 条 1項） 
※新議会集会とともに終了

（39 条 1 項） 
［上院議員］各州政府が任命

（51 条 1 項） 

・下院の解散あり
（39 条 1 項、63
条、68 条） 

・防衛事態下におけ
る下院の解散はで
きない（115h 条 3
項） 

・防衛事態中に任期が満了
する場合は、防衛事態終了
後 6 か月まで延長する
（115h 条 1 項） 

 ※防衛事態の確認は、連邦
政府の申立てに基づき、
下院議員の過半数かつ
投票の 3 分の 2 の多数＋
上院の投票の過半数を
必要とする（115a条1項） 

〔1968 年改正により追加〕 

フィンランド 

（1999） 

【一院制】 

4 年（24 条 1 項） 
※議会の任期は、次回の議

会選挙が実施される時
まで継続する（24条2項） 

・任期満了前の選
挙あり（26 条 1
項） ―― ―― 

 
126 「各選挙は、次に選挙された議会の開会日まで有効（統治法典 3 章 10 条 1 項）」との規定と合わ

せて考えると、国会議員の任期延長規定と考えられるが、詳細は不明。 
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国名 

（制定年） 

【議会制度】 
国会議員の任期 

解散制度等 

の有無 

緊急時の 

解散制限等 

緊急時の 

国会議員任期延長規定 

フランス 

（1958） 

【二院制】 

［下院議員］法律（選挙法典）
に委任（25条1項） 

※5 年（選挙から 5 年目の 6 月
第3 火曜日まで） 

［上院議員］法律（選挙法典）
に委任（25条1項） 

※6 年（選挙後の最初の常会
開会日に開始し、同時に前
議員の任期終了） 

・下院の解散あり
（12 条 1 項） 

・下院は、大統領によ
る非常権限の行使中
は解散されず、議会
は 当 然 に 集 会 す る
（16 条 4・5 項） 

・総選挙後 1 年以内は
新たな解散はできな
い（12 条 4 項） 

 

※不要（法律で任期を規定） 
 

ポーランド 

（1997） 

【二院制】 

［下院議員］4 年（98 条 1 項） 
［上院議員］4 年（98 条 1 項） 
※次の任期の議会集会の

前日まで継続（98条1項） 

・両院議員の任期
短縮とそれに伴
う選挙あり（98
条 3 項～5 項） 

⇒任期は、国会が
最 初 の 会 議 に
集まる日に始ま
り、次の任期の
国 会 が 集 ま る
日 の 前 日 ま で
継続する（98 条
1 項・6 項） 

・戒厳事態・非常事態・
自然災害事態時及び
その終了後 90 日以
内は、議会の任期短
縮（＝解散）はできな
い（228 条 7 項） 

・戒厳事態・非常事態・自然
災害事態時及びその終了
後 90 日以内は、議会の選
挙は実施できず、任期もし
かるべく延長される（228
条 7 項） 

 ※大統領が導入した戒厳
事態 ・非常事態につい
て、下院は、法定議員総
数の半数以上の出席か
つ絶対多数の票により
取消が可能（231 条） 

ポルトガル 

（1976） 

【一院制】 

選挙後最初の集会から始
まり、次の選挙後最初の集
会まで（153 条 1 項） 

・解散あり（133 条
（e）） 

⇒解散は、その次
の 選 挙 後 の 議
会 の 最 初 の 集
会まで、議員の
任 期 及 び 常 設
委 員 会 の 権 限
の存続を妨げな
い（172 条 3 項） 

・議会の選挙後6か月
間、大統領任期の最
後の6か月間又は戒
厳状態・緊急事態に
お け る 解 散 禁 止
（172 条 1 項） 

―― 

ヨルダン 

（1952） 

【二院制】 

［下院議員］4 年（68 条 1 項） 
［上院議員］4 年（65 条 1 項） 
※国王は勅令により、2 年

を超えず 1年を下回らな
い期間、下院議員の任期
を延長できる（68条1項） 

※新議会の選挙までその議
会は存続する（73条 2項） 

・下院の解散あり
(34 条 3・4 項) 

・下院が解散され、4
か月以内に選挙が
実施されない場合に
は、解散した議会が
完全な 憲法 上の権
限を有し、そのため
解散が行われなかっ
たかのように議会を
開く（73 条 2 項） 

・選挙が下院の任期終了ま
でに実施されない場合、又
は何らかの理由によって
選挙が遅延した場合は、下
院は新議会の選挙まで任
期が続く（68 条 2 項） 

リトアニア 

（1992） 

【一院制】 

4 年（55 条 1 項） 
※任期は選挙後の最初の

招集日から始まり、前職
議員の任期は同日の会
議開始時に終了する（59
条 1 項） 

・任期満了前の選
挙あり（58 条） 

⇒任期満了前の
選挙後に最初
の会議が招集
されたときに
議員権限喪失
（63 条 1 号） 

・大統領の任期が 6 か
月以内に満了する場
合又は任期満了前
の選挙から 6 か月を
経過していない場合
には、任期満了前の
選挙をすることがで
きない（58 条 3 項） 

・戦時に任期満了に伴う選
挙を実施する必要に迫ら
れた場合には、国会の任期
の延長を行う（143 条） 

 



 

 


